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「販 売 努 力 」 と 再 生 産

' 一一 独̂占資本主義段階における資本蓄積 ⑷ ——

北 原  勇
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第 3 節 「販売努力」 と再生産

は し が き

⑴寡占市場における少数巨大企業の行動の特徴は，これまでの諸論稿で再三強調してきたよう 

に，相互の協調= 独占という側而と，相互の対立= 競争という側面との，相対立する両面をあわせ
(注”  ■

もっているという点にある。市場での販売についてみるならば，寡占諸企業は，市場の諸条件や相

互の生産力水準に大きな変化が虫じないかぎり，価格面での協調 . 価格支配を維持しつつ，できる

だけ価辑切り下げ競争を回避し，高水準の独占的超過利潤を継続的に確保しようという寡占企業特

有の行動をとるのであるが，同時に他面では，製品の品質，デザイン，汰 告 ♦ 宣伝効果等，非価格

面での激しい「販売努力j を展開し，可能なかぎり自己の市場を拡大しようと対抗しているのであ

る。應大な資本力，巨額の独占利潤をもつ寡占良大企業は，いずれも強力な「販売努力」を組織的 .

系統的に推進していく力をそなえているめで，ある霖占企業が一定の「飯売努力」を実行すれば，

注（1 ) 拙 稿 r寒占企業間協調の故本的問題点j (rS W 学会雑誌』57怨 3切 4 「数占企業の投資行動」 （••三(II学会雑誌j 62 

卷 6 号)。 .

   38 (,272̂  ------

’ ，ぐ > く- 'ふ 库矿.,•み，

同。部門内の寡占諸企業• さらには需要の移転可能性めある他の諸部門の寡占諸企業は，自己の市 

場シェアの確保のためにも類似した「販売努力 j をもって対抗ナるので， f*鲅売努力j は， 本め窺 

模 • 多様性を，相互刺激的に拡大していくこととなる。とくに，巨大企業の開拓する新消费手段で 

は . 後にみるように，消費者め欲望•生活様式に対する操作までをX くんだ大規模の広告•宣法活 

動によ ;o て，新消費手段を必需品め地位〖こつけていくので，かがる新生産物の登場ん， 存詻部門 

の諸企業の「販売努力丄め対抗的な拡大を促進する大きな作角をもづている。

このように，寡占諸企業が展開する強力• かづ大規模な「舨売努力j は，寡占部h i i おける参入 

障壁の高度化，部門内の各企業の製品差別的障壁の高度化を通じて，それらの鉍占的地位の維持• 

強化をも、たらし ’ 独占的価格支m によ名独占利潤め瑙大を助け名ことになるので 

; ちなみに, 独占資本主義段階に入って, ‘ 各種め「戚売努力j のためめ経費支出総額や労働另総敫 

は，飛躍的な増大をとげ，国民経済全体のなかで無視できぬ比重をしめるにいたっている。

く •一いま，「戚売努力」を構成するもっとも重要な要綦の一ろである広舎について,冬のための 

経費支出総額の歴史的変遷を概観してみるならば，たとえば来国では，1867牵丨こ乾is ，000方ドルだ 

った成告費支出総額は,経済の独占化が進む1890年代から急速な増太を示し, ; 1900年に5槍 4,200'

方ドル，I 929年には34億 2, 600歹ドルに達した。その後，30年代の大不況や第二次大戦下での縮 

■ 小や停滞:を見せるが，第ニ次大戦後fこはまた急激な増大傾向をみせ，1968年^ :は:181億 2, 700万ド 

ルという巨大な額に達している。また, それらがG N Pに占める,比重,も, ：1郎7年の0 .7 % から, 最 - 

近 10年間の平均2 .3 % 水準へと上昇してきて(5 ^ 0  .

このように独占段階に特徴的である臈大なる「販売努力」について,は,いろいろの角度からの分 

祈が必要である ' 依 告 • 宣佞にふくま,れている誇張♦ 偽瞞佳，新しい流行の創出やモデル ‘ チ S ン 

ジによる利用品の早期廃棄の促進, 快楽 •競争心.虚柒心の刺激など人間の精神面に対する操作“ . •“

T販売努力j と再生産

注 ( 2 ) ' :拙镝哺場攒造と価格支配一独 ‘占- 格論序説—一j (齒応義塾1 紐済学年報』5;19^ ‘)参照ふ

( 3 ) : 米厚広告費突出総_ についての年次推計は数種頦も多が, . ここ,では，19U1：紀までさかのぼった唯一の推計であり,か 

つ比較的權威のある推許として認2bられているところの「プリンターズ. インクj の推計® を利用した。 （この推計値 

ノ は*'..I 867年から.1957年ま:でにかんU；ては, Historical''Statistics.of:thp U. S. 1957, p, 526 に，しI 9 5 8，年以降にかん:し

てはStatistical A ttract，（各年) に収録されている) ？ f め榫f 卜にかんし：t は" たとえは’パックマンによゐ批判(Jules 
Backman, Advertising and C<)mpotiti()n, 1967； New York, pp. 161-l67j J .パ >  ク.マン著，.五味賢;太如藍訳 広 

舎の経済学』1968年，誠女觉新光社,ノ32-7頁〉もあるよう’に必ずしも開題がないわけでばないが，大まかな歴史的毹 

観をうるためには利用して差支えないと思われる。_なお，米国のK 告費にかんするその他の諸推計の値については，パ 

ックマンの同書，および，Julian L. Simon, Issues in the Econwnica of Advertising, 1970, Urbana,の Table 7-3 

耷参照。 ， .. . , , . . . . . . . . , . , .
米国以外の諸国については，19世紀か！̂の時系列的な_ 他 は # 在しないため•競争越階と独占段階との間の大きな 

開差を数値的に示すことはできなV、。参考までに最近の数値を若干示せば* 英国では1948年Q 1熄 2,100万ポシドか 

ら， 1^5年の2傯?, 700万ポンド， さらに1965年の5傲9,000万ポンドへと，第二次大戦後年ホ10%近くの.伸びを 

.■示‘Cそい'る (Aavertising Quarterly, 8, Surtimor, 1966 に上る，ただし，.’ P. Doyle, ,,Econ6iinic-Aspects of Ad
vertising： A Survey/* Economic Journal, 1968, Sept.からの！？引用〉。

走た，わが婦にかんしては，194テ年ふら规# ま％招年，株式各社甯通が普の袖許結助^ 発表しでぜでいるが，それ匕 

よれば，1如0牵 168傲円〖拖さ年舶^ 癔内, m o ip 1,740igpj, 1965年 3:440傲 七 1970年 7,沈 0爐円とぃぅょう 

に急激に垧大してきている（株式会社?S通 f■日本の;ムm i 9 ? l 年より），



「販売努力J と苒生產

など，批判されるべき問題はきわめて多いし，かかる内容をもった「販売努力J のため〖こ，巨額の 

生産物や労働力が利用されるところに，独占資本主義における矛盾を確認することも肝要のことで 

あろう。ベ. . ’ . .

しかしながら，これらの諸側面の考察は,独占資本主義の諸矛盾それ自体を総括するととろの別 

稿にゆずり，本節では，きわめて應大化したこの「販売努力」が，生産物の市場の拡大に対して, 

また生産 • 投資に対していかなる影響をあたえ，したがってまた，それを通じて:^会全体の苒生産 

にいかなる影響をあたえるかという点に，分析対象を限定する。かかる問題を設定するのは，づぎ 

のような問題意識による。 V
(注4)

すでに別稿で明らかにしたように，独占段階では，独占資本の特質に起因して，.資本蓄積の停滞 

北傾向が内在するのであるが, この停滞化傾尚はつねに全面的に現われるものではなく，反対諸要 

因の作用によって緩和されたり， さらに一時的には急激な発展に転じたりするのである6 したがっ 

て，独占段階における資本薺積の•運動を把握するためには，そこに内在する基調としての停滞化傾 

向と> これに反対作用をおよぼす内的諸要因とを，あわせて把握することが不可欠なのセある，

独占段階では，それ固有の問題として，掘大なる「販売努力」の展開が必然であるとずるならば， 

こ の r販売努力」の作用ががかる視角においてとわれなけれは*ならない。 十なわち，々 販売努力J 

は停滞化傾向の発瑰に文f しV、かな名作用をおよほ*すか，あるいはそれは前稿で考_したととろの停 

滞化傾向への有力な反対要因としてめ新部Pl fe成にづいていかなる関連i もっているのか……とい 

う問題が明らかにされなければならない。

: もちろん，たとえもし‘ 「販売努力J が,市場拡大を通じて社会的苒生産の拡大に対して一定の役 

割を演じたとしてもノそのどとによつて，「販売努力.」が資本主義体制（とく〖こ独占段階)以外では 

ほとんど不要であ名とV、う浪費的本質が変わi わけでは決し七ないし，まして, そめことは「販売 

努力」にふくまれる偽瞞性f 人間支配の作用を決して正当化するものではない。しかしながら,「販 

売努力J が本質的に資本主義倖制固有の浪費であるということと，かかる「販売努力J の実行が独 

占段階における再生産に対して•ある役割を演じるかどうかといぅこととは，_ 確に区別すべきこと 

，なのである.。. ,それゆえ，上のように対象を限定した本稿の考察では，かかる分析の意義とその限界 

性をまえもってはっきりしておく必要がおろう。/  ‘
" . , フ ■ ■ ■ ぺ ■ . パ ' . . , . ， . ’

⑵ とこちで, 独占段階における「販売努力」が社会的苒生産にいかなる影響をおよぼすかと 

いう問題については, 従来意見の対立がいちじるしい。

従来 , 「販売努力J が社会全体の市場の拡大に与える作用，したがってまたそれが生產拡大•投
. •  . . .  - >

注（4 ) 拙稿「独占段階における俘滞傾向一独占資本主義段階における資本蓄撤2卜一j  (r三田学会# 能j  63巻6号）

• ( 5 ) 拙稿「新生座部尸】形成と拡大搏虫産の進展一一独占資本主義段階における資本蓄積(3)— J (を田学会雑訪j  63卷 

10 号)。 ■ .

一 A ( ) 4*)

m m m

办锁較微職:^域饭如鮮餅纖驟 ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ ^ 热纖，靡狀撕紛糊瞬 |

f•販売努力J と两生產

資拡大に与える作用については，実業界の常識や「広告論」関係の著作は別として，少くとも経済 

学にかんするかぎり，方法— のいかんをとわず，その作用令全く杏定•あるいは無視ずる傾向が支 

配的で灰) った6 これに対し，たとえばバラン〃スみィ一ジーの共同労作6■独占餐本，は,その作用 

をき：b めて大きなものとみなし, 従来の支配的傾向にきわだっナこ政立をしあしている。

バラン〃ス ウ ィージーは伝統的な経済学にょる分析を批判しっつ，っぎのょうな諸作用を強調す 

ることによって， 「販売努力は，経済にたいする影響の点で，軍_ 主義に席をゆずるだけであ宏。7/ 

という。すなわち，「経済の所得 . 生産構造にたいする販売努力の直接的影響」と し て 「租税収入 

によってまかなわれる政府支出の影響と同じようなもの」 があるほか，広告した製品への需要の 

「創出」を通じ，「投資機会については，広告は従来，技術革新に課せられていた役割と同じょうな 

役割を果す」し，さらには総所得のうちでの消費の比重を上昇させる点でも，.す広告がこれらの同 

的を達成する上に疑いの余地がない成功をおさめたことは，独占資本主義の停滞傾向に対抗する力 

としての広告の役割をいちじるしく強化せしめ」たとまでい(| 。8)

このょうないちじ？) しい対照をしめす諸見解について，本稿は,批判と独自の解答を提示するこ 

.とを意図し.て い る ■

-. -T=

: ⑶ 本 稿 で い う 「販売努力丄とは，企業の行なう市場拡大諸政策のうち，価袷引き.下げ以外め諸 

手段によるものの総称であり，基本的には次の二種類から成り立つ。すなわち，

⑷広義の販売促進諸政策（とれは，所与の製品の流通過程にもっぱらがかわる諸政策であり，具体的に 

は，広告，セールスマン販売, 流通経路支配，押よび，商品展示や商品見本提供•景品など狭義の販売促進活 

動などでf cO，また，広告類料の輯活動であるP Rやパブリシティちニこ片务くまれる泛者えてょい）~— 以

注（6 ) この点は，いわゆるマクロの経済学や「経済碑長理論j の諸荖作の中で， 「販売努力」が位置づけられたり，検討さ 

れたりしている例が（のちに引用するプレムズやアクリーのものを例外として）ほとんど皆砬に近いということにあら 

われていると思われる。また，この点は， 広-告にかんする柽済学的論議をかなり周到にサーベイした最近のSimon O  
著作おょびD6yleの論文 (いずれも注3 に前出y 匕 上 っ て も あ る ；とがセきる。：

また，マルクス経済学においても，本文に引用したバラン" スウイ一ジーの共著以外にパr販売努力」を独占段階の資

本善樹との関速で位置づけたものはほとんどない。なお，次の森下氏の見解のよう亡，販売努力の市場拡大効果を積極

的に否定する見解も存在する， 十一「そ i そ,もマしヶテ■ィ.ングな.るもめが； 与えられナこ市場における分け前争奪のため.
の武器であって， 市場の全体として9 拡張に役立ち5 るものではない……」 （森下二次也「独占とマーケティングj 古 

田- 三 編 *"现代資本主義の研究j1S62年 , 日未評論社, 159頁) 。 ' 、

(7 〉 Paul A. Baran & Paul M. Sweezy, Monofioly Capital, 1966, New York, p. 115, P .，バラン"P* スウ.ノ“  ジ- ^
著，小原敬士訳**独占資本j 1967年，岩波書店，142頁。

(8 )  IWd_, p p . K  间訳書152-6頁。丨

なお，パ,ラ.Vとスウィ一ジ一の.1964年の共柯論文"Theses on Advertising" (Science and Society, 1964, Winter, 
のちにP.A. Baran, The Longer View, 1970, New Yorkに収録，な知, この論文の小原氏fとよる邦訳が告の社 

会学J 七いう題で■̂世界J 1料年 7月号に掲載されている〉:は,.広告にづいての批判論と弁護論とを比較検封しつつ次 

めように言っている• 「K告の弁護論洛は，それは消费や役資を刺激することによって資本主義経済の機能のなかで不 

可欠の役割を演ずると論じる4 ァメリカの経駿を鉴礎としそみると, どの上う1没論歳は_ われにとっては鉍全七ある 

ようにおもわれる♦ 現代一世代以上にわたってアメリカを悩ませている资皡の長期的不完全利用は，もしもt の期間に 
おける広告の驚くべき発達がなかったならば，はるかにいっモう深刻であったゼあろうこどぽ綠い力iないとおもう.j

— Al{275) —
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「販売努力J と再生産

下，本稿では简単化のため，これを r広告 • 宣伝」活動という名称で一括することにする。

( b ) 製品変更政策（これは，製品の生産過程における一定の変化今,必要とすf ような.製品自体の外氧や 

品質の変更政策であり, 既製服の新ファッションを， 流行させる政策や. 耐久臟財の年々のモデル• チ,  

ンジに典型的みられるところである) —— 以下では，製品変更 • 「モデル • チュンジ」政策という名称 

で統一ずる。

先にわれわれは，販売努力の規模増大の指標として「広告費』支出総辦の推移をあげておいたが， ;

本稿での「広告* 宣伝」は上記のように，きわめて多様な諸活動をふくむものとして用いられてい

る点往意されたい。ちなみに, 米国の販売促進費総額（大体において，本稿での「広告• 宣伝J 活 

,動のための総費用とみてよい）は, 広告費支出総額の2.5〜3. 5 倍程度にのぼり，たとえば1967
(往9)

年に510億ドル程度と推計されている。
. • ■ • • ' ■ ■ •

- . . ; ;

⑷ 「販売努力J の社会全体の再生産に対する影響を考える場合，ニつの側面から考察をするこ 

とが適当であろう。

第一は, 「販売努力がその対象となった商品に対する需襄を拡大する作用を通じて， 当該企業 

の生産拡大 • 投資拡大，ひいては間連生産諸部門の市場拡大……を促す作用をもっているかどうか 

という側面からの考察である。これが笨節第1 項の課題である。

第二は，「販売努力J 活動それ自体のために設備• 原材料 . 労働力を需要することが，「販売努力」 

のなかった場合に比/して，社会全体の再生産の拡大を促す作用をもっているかどうかという側面か 

らの考察である。これは第2 項で考察する。

なお，本稿では，問題を純粋に考察するだめに，寡的巨大企業の行なう「販売努力」を対象と 

し, そ の r販売努力」が少数巨大企業によって支配された部門（支配されつつある新部門）におい 

て展開すると前提している。

. . .  . . . . • . .
* ■J ' . ■ J

第 1項 「販売努力」[こよる販売市場の拡大効果

「はしがき」でしめしたとおり，第 1 項の課題は，「販売努力」がその対象となった商品に対す 

る需要を姑大するがどうか，冬れを通じで，当該企業の生産• 投資.，さらには社会全体の再生産に 

対して影響をおよぼすかどうか，ということを考察することである。 •

この問題を考察する場合，まず問題となるのは, 「販売努力J 活動が自企業の市場を拡大するかど 

うかということであるが，そのうえで考えるべき蜇要な問題は, 「販売努力」活動が自企業の市場 

を拡大するうえに一定の役割を演じたとしても，その自企業の市場の拡大が他企業の市場(同一部門 

内の他企業め市場，あるいは需要の移動しうる他部PJの市場) の奪取によるもq て:•あ身，かどうか，さらに，

注（9> Julian L. Simon, op. cit., pp. 26-7.
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自企業の市場の拡大の，部はかかるものであるとしても，それのみではな< 「販売驽カJ 活動をM  

じて市場全体の増大を実現したのかどうか，ということである。

消費市場のみに限定すれば，この問題は，別の面からみると，r販売努力」は消赀者の消費萃出先 

の 移 動 （同種商品への支出であっても製品メ一力一を変更するばあい, あるいは,ある種の消費手段への宾出増 

が他の種の消費手段への支出減によるばあい) を促すのみであるのかどうか，いいかえ办ば，「販萍努;%  

は消費支出先の変更のみではなく社会全体の消费支出総額の増大を促すかどうかという問題である。

「舨売努力」がある企業の市場を一定量だけ拡大したとしても，それが寡占相互の市場の奪いあ 

いによるものであり• 消费支出総額はなんら変化がないという場合と，他の市場を一切奪うことな 

く • 消費支出総額9 增方食惹;起することによって自己の市場を拡大したという場合とでは，「販売努 

力」による市場拡大が社会全体の再生産におよぼす影響は大きく異なること杏なる。 '

それゆえ，第 1 項の課題を考察するためには，ま ず 「販売努力J の需要におよぼす影響を，くわ 

しく考察する必要がある。このため（I ) では, 「販売努力J の需要におよぼす犛響のし方が木きく 

異なるものを分類し , A . 従来すでに少数寡占企業によって生産• 販売され♦当該商品にたいする 

知識もすでにかなりの程度普及している既存の生産物に対して, 一定 の 「応告 • 宣伝」活聯が行な 

，われる場合，B . 同様の既存の生産物において「モデル • チェンジ」政策が遂行される場合，C . 

新生産物に対する「販売努力j  = 「広告 • 宣伝」活動，について，それぞ办考寧する。 . .

その考察に立脚して, （11)で丨まこれらA., B ,  C の 「販# 努力」それ自体が，社会全体9 市 

模を拡大するかどうかという問題を，消費者の消費支出総額の増大が生じるかどうかという面から 

考察するゲ ..

ところで，以上の考察において，重要なことは，「販売努力j それ自体が市場を拡大するかど.うか. 

消費支出総額を増大するかどうかという，ことである。 したがって，「販売努力J と関連のない要因に 

よるところの消費者の所得増加はないものと前提する必要があ.る?.

このような前提は, 「販売努力」それ自体の作用を純粋に考察するため丨こ必要なのであるが，，こ 

<0ことは，独占段階に内在する停滞化傾向に対して， 「脲売努力」が影響をあたえるかどうかをレ 

ろうとする本稿の課題意識からみてち，適切であるン .

なお , 独占段階において. 停滞化傾向に反対作用をおよぼすなんらかの要因e よって，急壤な資 

本蓄積の発展局面が出現したばあい，そこT 9 「販売努力J のはたす作用について择, 本項の；t 後 

'で若干の補足的考察を加えることとする*

( ! )  . . . . . . ベ ： ' :

A .，既存部門丨こおけ苓「芦 告 •宣 伝 活 跸  … ： ‘

寡占市場では，寡占企業特有の行動として，亭占諸企業は,伽培切下げをできうるかぎり冏避切

— - 4 3 (2 7 7 )——
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価格面での協調を維持しつつ，品質 • デザイソ，広告 • 宣伝等により, 非価格競争を展開し，自己o  

市場シュアを可能なかぎり拡大しようと激しく争づている。この寡占市場固有の非価格競争= 「販 

売努力J は，ニ般に，品貧 • デザイン• 包装等について，自企業と他企業の製品に差別をうみだし， 

その差別を誇張しつつ• 自企業の製品に需要をひきつけようとするものである。したがって，寡占 

企業は既存の差別の基礎上において，できるだけ有効なr広告 • 食伝」活動を行なおb とするとと 

もに，できうるかぎりヨリ新しい• a リ魅力的な品質• デザイン•包装等による新しい差別をうみ 

だし，その新しい差別を武器としてヨリ有効な「広告、宣伝』活動を展開しようとするのである。

⑷であづかうのは, 以上の r販売努力」の一側面一一すなわち,すでに存在する差別の塞礎上で 

行なわれる • たんなる 1■広 告 • 宣伝J 活動であり，いま一つの側商で毛る製晶変更.新差別の形成 

という問題は㈤ の対象とする。

( 1 ) さて，既存部H における「広告 . 宣伝」活動の市場拡大効果について'，まず第一に強調しな 

ければならないととは，ライバルの寡占企業による「広告、宣伝」活動の対抗的展開により，そ0  

効果が打ち消され• 中和されてしまう可能性が非常に大きいということで、あるr

もちろん，寡占市場固有の「広告 • 宣伝J 活動においては，舾格切下げ競争というような同質的 

な手段による対抗とは異なり，その性賀上，なんらかの品賀：デザイソ等の差異O 基礎のう文 

商_ の差異 • 広告内蓉の差異•使用広告媒体の差異など異質の要素が含まれざるをえないのである 

から，そごには製品差別と結びついた「広告 • 宣伝」活動の優劣によって，市場争奪が左右される 

余地が存在することは事実である。寡占諸企業がきわめて多額の費用を支出して， 「‘広告 • 宣伝J 

を行なうのは，それが価格切下げ競争を回避しようとするところにおける唯一の競争手段であると 

いうこととともに，こ’の 「広告 • 宣伝』活動が，市場争奪上なお有効な手段たりうるということに 

起因している。しかしながら，かかる「広告 • 宣伝 j の市場 “創出 ’，效果については，ライバルの 

寡占企業が類似の「広 告 • 宣伝」活動をもって対抗す名ことにより,そのかなりめ部分成相互に 

打ち消しあい♦ 中和してしまい，結果的には，「広告 ♦ 宣伝J 活動により自己の市場を拡大しうる 

余地がきわめて限定されたものとなってしまうことを充分認識しなければならない。

寡占的巨大企業によっヤしめられている既存の举產部門にあっては5 ある裳占的臣大企業が一定 

の 「広告: • 宣伝」活動をも‘って市場拡大を意図十れば，ライバルの寡由巨大企業はそれに対抗しう 

る資本力をもっているので，同等 • あるいはそれ以上の「広告 • 宣伝 j 活動をもって対抗し*市場 

を奪われないよう• あるいは逆に相手の市場に侵蝕するよう争うため，「広告 • 宣伝 j 活動の程度 

は相互に促進しあいつづ，均等化していく傾向が強い。

代替的な商品，あるいは代替的ではないが相互に需要の移動のあ态各鍾消費手段を生産する生產 

部内め間にあっても, 一方の生速部H における一定の「広告 • 宣伝 j 活動(D展開ぼ,他部門におげ

「販売努力J と再生産
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「販売努力.i と再生産

る対抗的な「広 告 • 宣伝」活動を惹起する傾向が強いし，それらがいずれも真占的巨大企業の支配 

する部門であれば，「広告 • 宣伝」活動はほぼ同等の強さをもって展開する傾向が強い。 したがって， 

「広 告 • 宣伝J 活動によって他の市場を奪っていくことのできるのは,強力な寡占諸企業がほぼ互角 

の 「広 告 • 宣伝」費用を支出したところでもなお生じるところの• 「広 告 • 宣伝」活動の優劣によ 

るものに限定さ;K ることになる。 ン

それゆえ，寡占的巨大c企業の'支配する既存の生産諸部門における「広舎 • 宣伝/ 活動では，その 

効果の免なりの部分は，諸企業の対抗的活動を通じて相互に打ち消されてしまい，結果的には,そ 

れ ら 「広 告 • 宣伝」活動が存在しながった従前と同じ市場を磁保しつづけるという効果しかもたな 

いこととなるのである。 •

この点は, はやくからピグーによって指摘されていた。 r競争的独占者達によってなざれる広告 

人の経費が相互に中和されるだけのことになってしまって，產業上の地位を，何らの支出もなされ 

なかった場合と全ぐ同じ状態に止める ：̂とが起るかもしれない。何故かというに，もし二人の競争 

. 者の!おの*おのが* 公衆の愛顧ぎ他方から離レて惹きつけようとする同じ努力をなすならば，全体の 

結果は,何らの努力も全然なされなかった場合と同じだからで 

， • また，.ベインも「競争的な販売促進活動は，競争下にある諸企業間でも，また競争下にある諸産:

業呷で:も, 興売に対するその効果において，大部分が自己抹消的（self-canceling) となる傾向をも 

つ」として，それゆえ「一般には，それを行なっている企業や產業にとって利益のあるもの七-すら
(注11> へ ぃ  ペ .■

なぃj と主張する。

もっとも, どこでは, 寡占市場の寡占諸企業のふを対象としているので，強大な「広 告 . 宣伝j  

活動に対して , 互角に対抗できるとされているが，現実において, 同一部門内で寶本ガにかなbcr> 

差がもり • 「広告 • 宣佞」費用の支出において対抗で奢ない企粲がある場合，あるいは，市場を奪い 

■あう関係にある他の生産部門が多数中小▲ 業からなる部門でi る場合があるとすれば，強大な「広' 

告 • 萱伝」活■ 実 紅 f ぃく巨大寡占企_ ，他企業の市場を奪ぅ余地が増大することき 

でもない。彳潘奥.：寡^ 大企業の素配する制代替的な製品•あるいは需要の移動しうる製品を生産しそ 

いる競争的部門を衰退•駆逐せしめつつ，•自己の製品市場= 独占支記の領域を拡大していった過程において，競 

争的な中小資本では対抗できないような組織的で強力な「販売努力j が少なからぬ役割を演じていたことは明ら 

かである。本稿で、は，か、る問題は，それ自体としては対象としていないが，それは，主要な生途諸部門がす
—    7* *̂--'•：- ヘン. '~ :~ -~ ; ■：ハ . ■、 /' . . .い
注(10) A.C. Pigou, The Economics of Welfare, 4th edition, 1932, London, p. 198, A. C .ビグ 一 著 •永田癌1藍訳.r厚生 

瘙済学j 1954年, 汝洋痞済新g 社，, 第2办冊， 86 Ko ——
' な私ピグーは，上記の点を広告の浪费性批判の一■論拠としており，それは “厚生経済学，，のその後の流れにおける 

佐费批判CD—原型となっているようである。たとえば， 熊谷尚夫氏は次のように論じている。 「もし二つめライバル企 

樂がK 告のために灸凉を投入し, しかも顴客を今イノ、*ルから奪取しようとする/K告の効力が両畓f c とっそ等しかった之 

‘ .，.するならば，結见はK 告■がまった,くおこなわれなかった場合に等しい• それゆえ，.すくなく i も.，フル • 名•ムプe イメ 

ントが当終に前提され^るかぎり, 広街のために役入された資源は,社会的にはまったく無益な用途に配分されたこと 

になるであろU  (傾各尚夫 *■従済政策原理j 1964年, 岩波書店, 243-4頁。)
J. S, Bain, Industrial Organization^ 2nd edition, 1968, New York, p, 414, J.S.ベイン惑-倉次きデ監訳,『逆樂 

組織論j 1— ‘ 丸 善 ••頁 • , . '
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ゼfc少敎夫▲ 業によら七支鲐された独占資4 主義段階i 対象とザる場合には，— ^ 存の部H 内.部門阎のゼ 

題にかぎれは“—— このよ^ に「販歲• 努力」がその衰退•駆遂に少なからぬ役割を演じ名ような競争的中小企業

ばすでk 駆逐せしS られ• 独占支配の強化がはかられていっていると考えるべきであるからである。)
■ ..‘ へ ' . . . . . . . . .  . ■ : . . . . .  . '■-.:.

( 2 )既存の生産諸部門における「広告 • 宣伝」活動がU 上のようなものであるとすれば，それが: 

社会全体の再生産に及ぼす影響はきわめて限定されたものであることが明らがセあろう。

まず，寡占諸企業の行なう >  広告 • 宣伝」活動のうち，結果的には相互に打ち消し合い•中和し 

てしまうかなりの部分については，市 場 “ 拡大” 効果はゼロであり，したがって市場女通じて社会 

全体の再生産に及ぼす刺激もゼロである。 ’  . ,：

したがってまた，ヨリ有効な，「広 告 • 宣伝」活動によって他企業の市場を奪うことに成功した場 

合に.も，一般的にはその市場奪取の余地は上のように限定されているので,：その効果は,その寡占 

企業が寡占淦業固有の余裕生産能力の利用= 操業度の上昇によって生産拡大を実現していくにとど 

まり，設備投資を惹起す宕にいたらないことが少なぐないであろう。設備投資が惹起ぎれ，それを 

通じて労働手段を中心に間連生牵諸部門に需要が創出されていぐというめは，「広告 • 宣伝」の式 

リ有効な展開によって奪取した市場が，余裕生産能力の範囲を継緯的にこえる大きさのばあいのみ 

であるが，かかる大きさの市場を「広告 ♦ 宣伝」だけで奪取できるのは, よほど斬新な十広告•宣 

伝」方法を排他的に利用できるような例外的なばあいに限られよう。

また，このように, ある企業が，他企業の市場を奪うことによって自己の市場を拡大し，余辦生
, . •、 . ：.S* *

産能力の利用により原材料や労働力の需要を拡大し, あるいはさらに設備投資によってヨリー層Q  

需要を拡大したとしても，この市場め拡大が他企業の市場の侵蝕によるものである以上,それは他 

面では，' 一定期間の後にではあれ, 他企業での操業率の低下あるいはさらにマイナスの投資==生産: 

設備の規模縮小女ともなう。したがって，寡占諸企業が既存部門でr広告 • 宣伝」を通じて相互o  

市場を奪いあうことが社会的再生産におよぼす作用は，一般的に，そめ規模自体がきわめて制限さ 

れざるをえないうえ，一方における生産拡大• 投資拡大が他方における一定期間後の生産縮小•投 

資縮小によって相殺されるという制約をともなうのである。

パランとみウィージーの共著r独占資本』は， 「広告が所得の発生や余剰の吸収にたいして琢咩 

す間接的影響J の一つとして「投資機会の可能性と性格J におよぼす影響をあげ， 「広告は従来，

技術苯新に課されていた役割と同じような役割を果す。広告は，ある製品にちいする需要を創出す 

ることを可能ならしめることによって，それゼなければk じないであろうよ;うな工場や設備にたい 

. する投資を助長する。.•…，古い製品に新しい商標をつけただけでもよい。……広告は投資と所得の. 

純増を生みだすのであるJ (アンダーラインは引用涪による）と述べて，依告の投資促進効果を強調し 

て•いる，しかし，この見解は，本論，で指摘した諸剎約を全く考虛していないところの過大な評伽と

注 似 ） 拙 嵇 「芻占企業の投資行勑—— 独占資本主義段階における資本帮贺び三田学会雑訪 j  6念巻6号) 参照;, 
(13) P.A. Baran & P.M. Sweezy, Monopoly Capital, op. cit., pp. 126-7,前掲[訳 *"独占资本』154ニ5貢, ‘

46(280)

ィ，りぐ̂^!^^六̂

，「販売努力」:と再生産

いわねばならない。 ■ .

もっとも，市場の拡大は, 消費手段にあっては，以上のように，相互の市場を•奪いあうこふによ 

るほか，消費者の消費字出の増加によっても可能であるが, 着実な雇用増大•所得増大の傾向にあ 

.るような傳外的な場合を別とすれば，既存の生產諸部門での「広告.宣伝』活動のみによって消 

費者の消費支出の増大を惹起する余地はきわめて少ないと考えるべきであろう。 '

従来すでに巨大寡占企業によってしめられている既存部門では,従来少数大企業による市場支配 

の確立 • 維持がはかられる過程において，かなりの程度で当該製品に対する知識や利用経験が普及 

しているのが一般的である。既存部門での「広告 . 宣伝丄は，かかる状態のもとで，さらになお， 

製品の品質一般や痤企業製品固有の差別を誇張したり，ョリ新しい情報を付加しつつ，市場シユア 

の維持 ’ ョリー層の拡大をしようとするのである。この点では, 以下にみる ]B .で• のア販売努力j  

印 ，その性質か大きく異なるものである。したがって，よほどの新しい情報の提示が付加された 

り，. あるV、は斬新で効果的な「広告 • 宣伝」方法が出現したり.しないかぎり,.従来すでにかなりの 

程度の知識の普及をみていた既存の製品に対して, . 「広 告 • 宣伝」のみによっ.て消費者の消費支出. 

水準それ自体を上昇させるということは，ほとんど姻待できないのである。

■ ■ 圓■ . ■ パ . - ,  .

B . 製品変更，「モデル • チェンジ」政策 

■すでに指摘したとお.り，非価格競争==.「販売努力」において，寡占企業は既存の差別を基礎とし 

てできるだけ有効な「広 告 • 宣伝」活動を展開するばかりではなく，できうるかぎり，ョリ新しい 

ョリ魅力的な品質. デザィン • 包装等をうみだし，それをョリ強力な武器としてョリ有効な「広 

告 • 宣伝」活動を展開しようとする、

それゆえ，. ここで扱う製品の品質• デザイソ • 包装等の変更は，寡占企業固有の「販売奐力」に 

おいて不 HJ欠なものであるとともに，「販売努力」のうちの重要な一;部分をなすものといえる の で  

ある。なお，製品変更は，それと不可分離に行なわれる「成告 •宣伝」活動と一体化して現われ . r広 

告 • 宣伝」と一体化じてはじめて有効となるのであるから，ここでは製品変夢の,効果を中心にみる 

とはいえ，そこには，製品変更と一体化した「広 告 • 宣伝 j がふくまれている。

⑴ さ て ，製品変更には，その内容においてかなりの程度の差がある。まず，たん^:製品の包装 

のみの変更や製品の品質のわずかばかりの変化をもたらすことによって，「広 告 ♦ 宣伝」活動にト 

る市場拡大の効果を強めようとするものもる。 かかる製品変更においては，⑷でみたところの 

「広 告 • 宣伝」の市場拡大効果が若干逾め.られるだけで、あるので, (A)で指摘したことは，市場を奪 

う余地が若干拡大するという点を補足すれば,ベ大体とこにも適抱される。また，このようなかぎり 

であれば，ライバルの寡占企業に.よって,類似の製品改良が行なわれることになるので，そこには， 

市場を奪う‘余地の拡大自体も，一時的に終る可能性も大きV v

47 (281) -------
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( 2 ) 製品変更政策のうち，それ固有の威力を発揮するもの• したがって製品変更政策の典型とい 

うべきものは，このよりな「広告 • 宣伝J 活動の効果を強めるということのみではなく，つぎのよ 

うな積極的な効果を目的としたいわゆる「モデル • チェンジJ 政策にある。

「モデル • チヱンジj 政策は，従来の製品の品實 ‘ デザィン等に対して若干の変更を加え•そめ 

変更をいちじるしく誇張することによって，それをあたかも “ 新” 製品であるかのように印象づけ， 

他企業の同類製品はもちろんのこと，自企業の従来の製品をもふくめて，従来販売され•なお耐用 

可 能 な “ 旧” 製品の廃棄を促進させ，この買換えの早期化を通じて自己の“新”製品の販売を拡大 

しようとするものである。われわれがモデル • チヱンジJ 政策の本質を，「疑似的新生産物造出」 

政策とみなすゆえんであるo

それゆえ，製品変更の一典型たる「モデル • チ * ンジJ の市場 “創出 ’，効果の検討においては， 

それが，単にこれ* でみてきたような「広 告 • 宣伝」による市場拡大の効果を強めるという面のみ 

ではなく，その面よりはるかに重要な面として，「モデル • チュンジ」固有の「疑似的新生産物造 

出J 的性格による効果に注目し，それを検討しなければならない::''ぞの効果は，たんに自企業艇品 

の他との差別を強調• 誇張する「広告 • 宣伝」による効果とは質的に異なるものである。

かかる「モデル • チェンジJ 政策は，自動車や各種の電気機器，カメラ等のような耐久消費財関 

の成熟産業に普遍的にみられるものである。これら成熟産業においては，もはや新産業のように 

新規の需要者を開拓することは困難となってきているので，企業の市場拡大の努力は,これら耐久 

消費財の買換えを早期化することによって，買換え需要を増大させることにむけられ，この買換え 

促進の手段としてとられたのが製品変更政策の一典型としての「モデル • チヱンジJ なのである。

このように，「モデル • チェンジ」された製品は，旧製品の廃棄を意図して，「新しさ」を誇張し 

つつ登場してくるが，そこで:の r新しさ」は本質的なものではない。製品の機能や実用性のうえで 

はほとんど変化がなく，従来の製品と全ぐ同一の目的のために使用される製品であるが，それにも 

かかわらず，品質 • デザイン • 外観に若干の変化を加え• それを誇張することによって，利用者に 

とって旧製品の機能そのものが失われたように思わせ，" 旧” 製品の廃棄，“新”製品による買換え 

を促進していくのである。

そればかりではない。こ の 「モデル • チヱンジJ による “ 旧” 製品の陳腐化は，たんに心理的な 

ものにとどまらず，他方における則個的な物理的陳腐化促進と結びつくことも少なくない。それは 

「劣惡な材料を使用する傾向，健全な製品の肫発に必要な時間の削減，品質や十分な検査の無視J 

により，物理的耐久年数の人為的な短縮をふくむ傾向にある。（この心理的陳腐化独制と物理的陳腐化

注 ( 1 4 )米国の消费者述盟の会丧だった Dexter W. Masters の言葉。 (Vance Packard, The Waste Makers, 1960, New 
York, p. 127, V .パッ力一 ド著。' 南博 •石川弘義訳『浪費をつくり出す人々j 1961年，ダイヤモンド；̂ 143貢に弓I用 

されている」

’ なお，最近急速な昂まりを示してきた•‘欠陥屯〃の告発や“欠陥電気器具”の告発の逝動が明らかにした諸事実の中 

に，われわれは計画的陳腐化ゆえの“欠を多く認めるととができよう • . *
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とが結びつきやすい事情は容易に理解できよう。心理的陳腐化にかなり成功する見とおしがあれば，企業はコ 

ストが安くて耐久性の劣った劣悪な部品や原材料を安んじて使用できる。たんなる心理的陳腐化には抵抗でき 

るような“強情な” 人も，旧型の使用を続けるには年々きわめて高い修繕料が必要と/ぶれば，ついには新型に 

買換えざるをえなくなるのである。)

もち今ん，かかる「モデル . チェンジ」政策は，寡占企業においてはじめて実現可能> なるもの 

である。多数の企業が競争している市場で，ある2 ~  3 の企業がかかる政策をとろうとしても，rモ 

デル • チヱンジj にかかるコストの負担が大きいうえ，消費市場全般にわたって心理的陳腐化を促 

していくことは到底できないし，人為的陳腐化を意図しても，それはかえって当該企業製品の品質 

め劣惑性をしめす結果に終ってしまうであろう。市場において高いシェアをしめ，強力な r広 告 • 

宣伝」活動を動員できる寡占企業によってはじめて，消費者全般にわたって心理的影響をあたえる 

.ことかできるのであるし，■寡占諸企i i が相互に「モデル • チヱンジj 競争を行なっていくところで ' 

■はじめて，「モデル • チェンジj のための高コストが価格に転嫁できるし， またそこでは，物理的 

;耐用年数の短縮も，個別企業の品質の劣悪性としては認識されないのである。

⑶ 以 上 の 「モデル • チュンジ」政策が実現している分野では，それはつぎのような需要拡大へ 

‘の影響をおよぼす。 '

「モ デ ル • チェンジ」に名る陳腐化促進は，その部鬥の市場全体を，それが買換え需要を促進し 

，た度合に応じて拡大する。

それゆえ，「モデル•チュンジ」は，それがなかったと仮定した場合に比して，「モデル•チェン 

、ジj のもたらした製品買換え需要の拡大分とそのために必要とされる設備. 雇用増加分だけ，当該 

，部門の再生産規模 . 屉用規模を拡大し、，関連生産諸部門に対i*•る年々の需耍の規模も拡大する。

それゆえ，ある部門全体にわたる• 「モデル • チヱソジ」政策がはじめて登場し,それが消費者全 

般にわたる陳腐化に成功したとすると，その最適においては，当該部門における市場拡大による，

1生産拡大 • 投資拡大への刺激はきわめて大きいものといえる。

しかしながら，生産拡大 • 投資拡大へのかかる大きな刺激は. その当初に限定されている。ひと 

たび，「モデル • チ 3：ンジJ が慣習化していくとすると，それを前提とした，各寡占企業の生產規 

華 • 投資規模が成立していく。その規模は，「モデル♦ チ 3：ンジJ めない場合に比べて巨大なもの 

であることはいうまでもないが，しかし, その規模をさらに拡大させる刺激はそどには存在しない。

-一一•現在，米国では，年間約1，000方台の新型乗用屯が販売されるうち，ほとんど大部分は買換え 

需要である。この1,000方合水準の乗用_ の洱生産構造が確立しているうえに，rモデル♦チ丈ン 

ジJ 政策がきわめて大きな役割を演じていることは明らかであるが， 「モデル•チェンジ』 政策が 

恒常化した.現在では，それは乘用車部門のョリ一層の生産拡大*投資拡大を年々実现していく力は 

もちえない， ：.

•—~  49 (283*)
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もし，「モデル • 手工ンジ」によって，ヨリ大なる市場拡大を意図するとすれば，「モデル•チェ 

ンジ」の期間をヨリー層短縮するほかないが，それにはコストの面からいっても，消費需要の面か 

らいっても限界がある。（各国での乗用車の年1回という期間はこの点からみても眼界であろう》)

( 4 ) とこちで，この 「モデル • チ ;c ンジJ 政策による買換え促進は，それがなかった場合に比し 

て, 当該部！̂の需要総量を増大するが，この増大の一部は，他の消費手段への支出の切りつめによ 

名としても，ここでは，-— とく r 消費支 {±1総額の増加の余地のある所得層では—— 消費者（家計) 

の消費支出の絶対的増大を細激• 促進する作用がある。

すでに，不可欠な生活必需品となって消费生活のなかに定着してぃっている耐久消費財であって， 

それが，心理的，物理的に陳腐化されていったのであるとすれ.ば，その買換えは従来の消費生活を 

維持するうえでの費用増大• 生活必需品めための費用増大という内容をもっているので、，消費支出 

緣額の増士を促すうえに一定の力をもっているととは明らかである。 ’

以上，B においては，「モデル • チェンジj という名称で普通理解されている耐久消費財関係の 

それを念頭において論じてきたが，ここで論じられたことは，半耐久財においても，たとえば，服 

地 • 既製服 • 装身具などにおける新流行の企業による創出，および，その流行期間の緝縮という政 

策についても，同様にあてはまる。
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C . 新生産部門における，販売努力j

以上では，既存の生産諸部門にかぎって「販売努力」の市場拡大->再生産拡大効果をみてきたが, 

つぎに新生產部門の形成における「販売努力」= 「広 告 • 宣伝 j の効果をみることとする。渐生產部 

門では，製品の品質• デザイ、ノ •包装等の差別をうみだしていくという製品変更自体はまだあまり問題になり 

えないので，ここでの「販売努力j はもっぱら「広告 •宣伝j 活動としてよい。）

( 1 ) 新生産物においては，従来市場に存在しなかったものに対して，需要を全くあ,らたに開拓•
• > • ■

創造していぐのであるから，この場合，開拓可能な需要者層に対して，新しい商品の情報を伝える. 

だけではなく，新しい欲望を刺激• 開発することが不可欠である。

したがって，新生産部門の開拓において，「広告 • 宣伝」が新市場を開拓•拡大していくうえに 

きわめて重要な役割を演ずることはいうまでもない。

それは，第一に，新製品に対する需翦の拡大をスピード• ァップさせるとともに,，需要の弾力俾 

を高める。一一溝攝でみたように，新生座部門の本格的形成期には，伽格低下が一定の役割をもっ 

て現われる傾向が強いが, このことは, 「成告 • 宣伝」活動による需要の弾力性の増加と結びつい•

注(1 5 )拙稿••新生逾部丨1形成と拡大W生座の進肢一独占资本主義段階ぬおける資木蓄锁⑶ i (前出）49-50頁参照，

—— 50(554) ’

IT
H M m m m ■ — i— i i mm

. 「i s売努力j と苒生産

ているばあいが多い。 V 1  ̂  ̂ 1 ■

Bordenばつぎのようにいうo

「多くの新製品の実例がしめしているように，発売当初は需要は小さ <,比較的弾力性のない場合 

か多い。M費者は一般に新製品に対して懐疑的なものだ。'.この.時期には，. .この懐疑心とその商品に. 

対する欲求の欠如とから，消費者は価格の拆求に反応を麻さない。そめ上,‘その商品の利用がごく 

一部(こ限られているあいだは，消費者の競争心とか模倣性に訴えるという販売上の重要な手段が使 

えない。しかしながら，ひとたび広告と積極的販売とが開始されて，人びとに新製品の受け容れ態 

勢ができ，その製品の利用者が広がって競争心が働きはじめると，その商品の需要曲線の形は明ら 

かに変化する。大勢の人びとがその商品を欲しがるようになる。要ナるにこうしたケースでは，広 

告および販売促進活動が需要の弾力化を早める作用をしているのだ。ひとたび消費者の受け畚れ態 

勢が確立すれば，価格の引き下げが，多数の買い手をその市場へ導入するのに役立つ。j (その例と 

して，Bordenは，電機冷蔵庫，自動車，ラジオ，石油ストーブなどの諸器具，あるいは,半加土 

の朝食やデザートその他多くの改良食品などをあげて^

⑵ こ の 場 合 の 「広 告 . 宣伝j 活動の第一の作用は，新製品に対する需要の開拓•創出をスピー

ド• アップすることである。これは，新生産物の大量生産体制の早期確立を可能にするこ と に よっ 

て，価格切下げを通じての新需要のヨリー層の拡大を容易とする。このように「広 告 ♦ 宣伝」洁動 

:が，新製品に対する需要を急速に拡大することは，新生産部門の “本格的形成期，，における新投咨 

‘の_ 展開を強め, 関連生産諸部門に対する需要拡大の創出穹ヨリ群的•集中的なものとする。一 —  

.ある一定の需要の創出であったとしても，長期にわたり，徐々に創出されていった場合と，短期間 

■に群的な需要の創出がみられた場合では，一般に後者の方が新生産部門の新投資はヨリ多ぐ，関逾 

■生産諸部門に対する生産拡大• 投資拡大の刺激もヨリ大である。（もっともこれは, 新生産部門の“本 

格的形成期’’ の終った後，生産物過剰♦設備過剰0 生じる可能性を大とするものでもあるが。）

' . ■  . . ■ ' . . . . . .  ■ ' - ■

⑶しかしながら，新生産物の「広告 • 宣伝」の効果は，このような新需要開拓のスピード♦ア 

ップという点にとどまるものではない。とくに消費手段において顕著にみられるように，新生産物 

|の登場において，寡占巨大企業が行なう据大な「広告 •，宣伝/ 活動は，たんにその新生座物の機能

注(I6) Neil H. Borden, The Economic Effects of Advertising, 1942, Chicago, p•勝 9。なお,本書の Summary の部分 

(pp. 843-882)はWilbur Schramm ed. Mass Communications, 2nd edition I960, Urbana, W . シュラム編学習户 
社会学研究室訳fマス• コミュニケ一，ンa y-— マス• メディプの総合的研究—— 新版』1961年, 創元社，’の中に 

収知されてI 'る。' .本稿でホ~ デンのこの著fifを卯}〗するぱあv、，Summaryの部分に.つぃては}記の邦訳を利用した 

■ (17 )「広告•立伝j 動か新製品の聽观大をスピ- ド• ァップするとぃう点にかんしては，先のBordenの翁作.かはじ

め，数多くの棚研究も行なわれ，ひろく承認されてぃるところである。たとえば，加 故 Baeki細 , ActveM i^ 
and Competition< op‘ cit” ChaPter 2,前掲訳 f広告の経済学j  第 2 章, Julian L. Simon, Issues In the EcOnomica of

• Advertising, op. cit” p .勝 7. また, 英国の p. D _ . の前掲論文 “Ec0nomic Aapeeta of Advertising； A  Survey** 
によれば，R‘ Haris &  A. Seldon, Advertising in Action (Andre Deutch 1961)およひ'  Monopolies Commisaion, 
Report on the Supply of Household Detergonts, 1966 かか幺啡例が多数示されているとのととである4
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「販売努力J と再生産

をしらせるというものではなく，消費者の欲望の刺激* 改変を行なうほか，さらには新しい生活様 

式，新しい生活慣習さえうえつけつつ，その新生産物があたかも新しい時代の生活必需品であり， 

ステイタス• シンボルであるような状況を作りだしていくのである。「広告 • 宣伝」は，消費者の 

心理の深層にまで入りこみ，欲望，競争心，虚栄心を刺激していく。したがっで，それは，消費者 

が 「成告 • 宣伝」の影響なしにその利用の是非を選択した場合にはありえなかったような需要を創 

出していくのであり，この面では，「広告 • 宣伝」がそれ自体として積極的に市場を拡大する効果 

をはたしているといえる。

そして，新生産部門開拓にあっては，複数の巨大諸企業がこの開拓を行ない，これらが「広告 • 

宣伝」活動をもって争ったとしても，それはすでにみた既存の部門における「広告 • 宣伝」のよう 

に，相互の効果が打ち消しあい• 中和されるということは少なく，むしろ，これらの対抗的な「広 

告 • 宣伝」活動が，社会の広汎な範囲にわたって欲望自体の刺激•改変をもたらしていく方向に作 

用するのである。

以上のようにして，「広 告 • 宣伝J によって市場が拡大すれば，新生産部門の “本格的形成期” 

における新投資を倍加し，前節でみた新生産部門形成の再生産におよぼす影響を強化するこg は明 

らかであろう:。

もっとも，新生産物では，以上のように，それが出現する当初から「広 告 • 宣伝」と不可分離で 

あり，「広告 • 宣伝」によって消費者の欲望• 心理に対する大きな操作のもとで，新生産物が登場し 

ていくので，新生產物に対する需要創出のうち，「広 告 . 宣伝」の寄与分を判別することはおそら 

く不可能に近い。 むしろ， このように，「広 告 • 宣伝」が新生産物と一体化して，新生産物独自の 

使用価値と，「広 告 . 宣伝」による寄与とが判別できないようになっているところに，寡占巨大企 

業が開拓していく鲂生産物の現代的特徴があるといえ名。

20世紀の新製品—— とくに自動屯，洗準機，冷蔵庫 , ラジオ • テレビ受信器•ステレオ装置など 

の耐久消費財が，きわめて急速な• かつ広汎な普及を.とげていったところには，強力な「広告 • 宣. 

伝」活動の上のような作用があったことは容易に容認されるであろう。

⑷ 前 節 で ，われわれは，新生產部門固有の注目すべき点として，既存の社会的総市場の規模が

全く拡大しない状態にあっても，さらにはそれが縮小する傾向にあるもとでさえも，新生産部門の， 
’ ， (ftl8)

形成は可能であるし，新生産部門形成のための新投資が展開していきうること，を指摘したが，こ

のような状態のもとで，新生産物の需要が拡大していくうえに， 「広告 • 宣伝J の上にみた作用が:

大きな役割を演じていることはいうまでもない。独占段階における不況期の経験は，不況下で,新

製品が強力なる「広告 • 宣伝J に支えられて，新しい市場を開拓していき，これが不況の下支え•’
         — ——1  ■； —   ■ ■ . . « l- ! . ； I > i ! .

注 ( 1 8 )拙 稿 「新生虚部H 形成と拡大再生座の逸展J (前出）34頁，52頁。,‘ , , , .； .パい
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景気回復に一定の役割をはたしたといういくつか^ )例を提示している。

たとえば，（イ）米国において，新製品として本格的な需要拡大趨勢期にあった乗用車は，1907年，

14年，20年の不況のたびに，積極的な「成告 •宣伝j の強化を通じて需要を拡大し，景気回復に
( 注19)

かなりの役割をはたした9 

(ロ） 「1929年にちょうどその需要が大さく伸びようとしていた電気冷蔵庫は，不況の期間中も広 

汎な’広告活動を行ない，大いにその需要を増大させ楚ご 

H  「冷蔵庫，真空掃除機, ガソリンおよび常気は，すべて30年代初期にいちじるしい基本的な成 

長傾向を有しており，それが一般的な不況にもかかわらず，広告の効果に強い支援をあたえた“でる 

㈡ 英国においては，米国からは若千おくれて1930年代の世界的不況期に自動屯が新部卩彳とし 

て本格的形成期に入る。当時「人々はbaby b o yよりAustin babyを好むj というような言葉が生 

まれたほどの，すなわち，家族の人員計画まで変えるほどの新しい欲望の開発が刺激され，中小型
(法22)

乗用車の普及がめざましい勢いで進むのであるが，そこに新製品と結びついた「宣伝 . 広告」の力 

をみることは容易であろう。

また，前節で明らかにした1'よ’うに，巨大寡占(諸) 企業によって行なわれた新部門の形成は，独占 

段階固有の停滞化傾向をうち破って，急速な拡大をうみだす起動力となりうる可能性をもっている 

のであるが, こうした新生産部門の役割も，應大なる「広 告 • 宣伝J 活動による新需要拡大のスピ 

一ド • アップ, その強化とあいまってその力を発揮することができるのである。この意味で，前稿 

における新生産部門形成の拡大再生産におよぼす影響の分析は，以上でみた「広 告 • 宣伝」活動に 

よって補足されてはじめて充分なものとなるといえよう。 、

(n)

寡占的巨大企業によって強力に推進される「販売努力」による市場拡大が，他企業の市場を奪う 

ことによってのみ実現されるものであるのか，あるいは，消費手段市場全体の拡大ニ消费者 (家言十〉 

の消費支出総額の増大を積極的に実現していくものであるのかどうか，この点については論議のわ 

かれるところであるが， これがいずれであるかによって， 「販売努力j による市場拡大効果の^:会 

全体の再生産の拡大におよぼす影響は大きく左右されることになる。（「販売努力」による生産手段市場 

の拡大は, ここでは問題としない。その理由は, 第一に，生産手段商品についての「戚売努力」が，その性格 

上，消費手段商品のそれとくらベて格段と小規模であること， さらに, もしある種の生産手段の販売が「販売 

努力」の結果増大したとしても，それは他の種の生産手段を代替してのみ可能であって，全体としての生産手

注 (19〉 Neil H* Borden, op, cit” p. 865*6.
(20) ibid*, p. 866.

(21) Joel Dean, Managerial Economics, 1951, New York, p. 383. J . デイ一ン著，田村市朗監 訳 f経営者のための経済 
学』1958印，関樹院，第 3分冊52瓦

(22) H, W» Richardson/* The Basis of Economic Recovery in the 1930 Economic History Roview, X V  (1962) 
Reprinted in Aldcroft and Richardson, Th6. British Economy 1870-1939 (1969) I^ondon, p. 250, footnote,
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段市場の拡大が「販売努力j と関連するのは, やはり，「販売努力j による祸費手段市_ の全体的な缺关が生產 

拡大* 投資拡大を通じて生産手段への需要を増大させるという経路をたどるほかないからであるJ

この問題を考察するばあい，本頃のはじめfc指摘したように， 「販売努力」それ自体め作用を純 

粋に把えるため，r販売努力」以外の要因によって消費者の所得が変^(匕しないという前提めもとで 

考察する必要がある。一般に，消費支出総額の増大については, ( イ)所得のうもで消費の.しめる比重 

の増大= 貯蓄の比重の減小によるか，（ロ)所得の増大によって可能となるが, ここで「販売努力」に 

よる効果をそれぞれにっいて検討する場合，（イ)あたえられた所得のもとで「販売努力」佘消費比重 

の上昇を促すかどうか，（ロ) 「販売努力j の効果によって所得を増大させる行為が促され.かかる所 

得増大によって消費支出総額の増大が生じるかどうか, が検討されねばならない。 _

- ⑴ r販売努力j が消費者による消費支出増大を増大させるかどうかという問題について，まず第 

一に指摘する必要があるのは，前述の(C )新生産物の「広 告 • 宣伝」と(B) 「ニュー • モデル」政策は , 

1̂：会諸階層の広汎な部分にわたって，消費内容の変更•消費支出総額の増大を熱望させ決意させる 

効果をもっているということである。

新生産物が「広告 • 宣伝」と合体して登場し，社会的規模で展開ざれる「広告 • 宣伝」活動によ 

りて，新しい生活様式• 生活感覚がふきこまれ，消費者の欲謐，競争心，虚栄心，自己驛示欲等が 

刺 激 • 開発 • 増大させられていくということは，消費者をして消費内容• 消費水準の変更を熟望し, 

決意するよう促進する作用をもっ。

さにらまた，「モ デ ル • チヱンジj における「広告 • 宣伝」の作用によって，従来の製品の心理 

的 ♦ 物理的陳腐化が促進されるということは， “新” 製品による買換えを実行しなければ，従来の 

消費内容の実質的低下が生じるような心理的• 物理的効果をあたえるということである。したがっ 

て，従来すでに生活必需品として入りこみ,消費生活のなかに定着してしまっていった消費財にお 

いて， 「モデル • チェンジ」政策を通じて陳腐化の促進が行なわれたとすると， それは従来の消費 

生活の水準の維持と若干の改良— ~•むしろ強制された改良—— のために不可欠な支出という形をも 

って，消费支出増大を消費者に決意させるよう迫るのである。 .

このように，新生産物や「モデル • チェンジj と結びついた「広告 • 宣伝」が,社会諸階層の広 

钒な範囲にわたって, 消費者の欲望• 感覚までを操作しっっ，消費生活内容の変更• 維持•改良の 

ための消費支出総額の増大を切実に願望させ決意させるようにするところに, これらの「販売努力J 

の現代的特徴があるのである。この結果，消费者は，（ィ）所得のうちの消礙比遺の上昇や（ロ)所得増 

加への努力を通じて，可能な範囲でこの願望• 決意を実现していくわけであるから，われわれは， 

独占段階固有の組織的• 系統的な「販売努力」はかかる内容をもって，消费支出増大を促すi えに 

一矩の作用をもっているということができる。
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また，それと同時に注意すべき.は，このように社会の広汎な範囲にわたって，消費生活内容の変 

更に対する切実なる願望• 決意が促されるということが，新生産物や「モ デ ル • チ土ンジ」 された 

“新 ” 製品の購入を実現できない層に対して，「販売努力」のなかった場合にくらべてはるかに強い 

窮乏感 • 欲求不満をもたらすととである。これは，ここでの課題ではないが，実質所得が不変•あ 

るいは上昇しても，労働者の窮乏感 . 欲求不満がむしろ増大すらするという，先進資本主義に共通 

した問題をうみだす一っの重要な要因である。そして，こめことは，もし,何らかの要因で急激な 

資本蓄積が展開し，所得増大が実現した場合，その増大した所得を急速に消費に支出させていくよ 

う作用することにもなるのである。

それゆえ，まず第一に指摘した「販売努力J の作用は，現実に消費支出増大を実現するうえに一 

定の作用をもっという点だけではなく，ある期間それが現実化レないところでも，所得増大が生じ 

た場合に急速に消費支出増大を実現させるよう作用するという点でも，一定の役割を演じているの- 

である。 . .

もっとも，（C)で指摘したように，新生産物にあっては，新生産物ははじめから「広告 • 宣伝」の 

行なう欲望操作と合体して登場し，新生産物の使用価値自体による訴求と， 「広告 • 宣伝」による 

訴求とは判別できない形で合体している。この点は r モデル . チェンジ」における品質.デザイン 

等の変更においても共通しており，品質 • デザイン等それ自体の変更と，それが「広 告 • 宣伝」に 

よって心理的に “新，，製品であるようにされていく面とは，もはや判別できないように合体してい 

る。 したがって，このように，消費支出総額の増大が促されたとしても，そのうち，新生産物その 

もの • 製品変更そのものの影響と，「広告 • 宣伝」の影響とを判別することは， むしろ:不可能に近 

V、ことである。しかしながら，かかる内容をもって登場するところに，真占巨大企業の開拓する新 

生産物や「モデル • チェンジJ の特徴があるとすれば，かかるものとしt の新生産物や「モデル . 

チニンジ j が，消費者の生活様式• 生活感覚の操作を通じて，消費内容の変更•消費支出総額の増 

大を熱望 • 決意させるよう作用したということは， 「広 告 • 宣伝J もまた,その作用の重要な一端 

を担っているということを意味するものといわねばならない。

■ . ; . ■ ■ .

( 2 ) さて，所得のうちでの消擬のしめる比重をみると，従来貯蓄に余裕のもった高•中所得層で

は , 以上のような「広 告 • 宣伝」と結びっいた各種新生産物やr モデル • チヱンジj のもとで，こ 

れ ら 「販売努力」のなかった場合に比じて，消費支出比重の上昇が促される傾向が強いことは疑い 

えない。また，こうした層では， 耐久消資財に•ついてのみではなく， 「モ デ ル • チェンジ」類似の 

政策による各鍾各様の流行の早急な変化が影響をあたえることとなる。

独占資本主義段階における巨大な生産力永準を遨礎とした社会的総剰余価値の大化，独占支配 

による独占利潤の取得は，それらに.侬拠する諸階層（いわゆる新中間層や労働者階級の上層をもふくむ）
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注 ( 2 3 ) 自山栽量所得とか由山栽蛰支出とかよばれるものの総額の推計は，性格上不正確にならざるをえないであろう。本文 

58頁で引用するバラン//スウィ一ジーの文章中にある数頁億ドルとい5数字もごく大ざっぱなものである。ただ,それが 

きわめて巨額にのぼり，かつ増大傾向にあることが確かめられさえすればいい。なお，この点について，次のパッカ一ド 

やバックマンの文章を参照。「坐産性と繁束が拡大するにつれて，1940年に比して， アメリカ人は1人あたり平均5倍 

もの ‘‘自由にできる金” （これは日常必需品を賭入したあとで残る金である）を手にしている。」 (Vance Packard, The 
Hidden Persuader, 1957, New York, V • パッカ— ド著，林周ニ訳 rかくれた説得者』 1958年， ダイヤモンド社， 22 

頁。）r全国産栗会議は，站本的生活贤以外に支出できる購買力（discretionary purchasing ptnver).が，.1946年の 690- 
億ドルから1965年には2,070億ドルに増大したと推定した。 自山裁最所得のこのような激U .、上昇は， 新旧両製品に 

たV、する市場の潜勢力を拡大し，この潜在的需要を现突の売上げに転換させるための広告の増大にたI 、して，強力な誘 

因となった0j (Jules Backman, Advertising and Competition, op. cit, p. 175, J. バックマン，前 描 訳 書 告 の 経  

済学j  244-5頁。）

( 2 4 )消赀性向ゃ消费支出総額におよぼす「販売努力_ »の影饗については，上に述べたような内溶においてのみ主張できる. 

のであって，こや効见を数馈的に測矩して論証するというようなことは不可能だということを充分認識すべき‘である。 

なぜならカルドアも言うように，「もし広告が少なくなったとしたら辟蓄がどうなるかということを示すところのどんな 

方法も工夫されがたいし，それゆえ，この仮説を統則的にテストすることは不可能」だからである。 （Nicholas Kaldor, 
“The Economic Aspects of Advertising,”  Review of Economic Studies,18, N o .1,1950, p ,11.)

( 2 5 ) ごく最近出版され注目を集めているサイモン氏の著得も，この点について一章をさいて諸説を検討した上で西定的な 

結論を下している（Julian L. Simon, Issues in the Economica of Advertising, op. cit., pp. 193-206)。 しかしなが. 
ら，その西定の論拠はきわめて消極的なものでありト彼囟身, 部 8章では, 族告は総消奴に何らffi耍な作用をもたない 

ようだと結論したが，しかし，あの姑論は，萍弱な根拠の上に述礎をおいているし問迪っているかもしれない。j
■ ‘ p. 331〉と言わざ石をえないようなものである, ”

ー_'-丨- -56 (290) '— 一.

この点を最初に主張したのはロスチヤイルドである。彼は,広告にかんする従来の経済学的分析 

が完全雇用状態を前提とした静態論的考察に終始していた点に批判を加え，不完全雇用状態での広 

告の効果を高く評価して，広告がもつ二様の雇用促進的効果の一つとして，消費性向の増大をつぎ

なお，「広告 •宣伝j が消費性向上昇におよぼす影響については， これを否定ないし無視する見 

解が従来から支配的だったし，現在でも.有力である。しかし，この影響を容認あるいは強調する少 

数意見も存在するので，簡単に紹介しておくと——

ながら同時に，所得のうち最大限ぎりぎりまで消費にむける傾向をヨリ強く • ヨリ広汎にする。さ 

らにまた，所得以上の消費支出によって，新生產物賭入やその早期買換えを実現するために，消費 

者信用が有効な手段として利用される。各種の消費者信用が，耐久消费手段の購入.買換えど結合 

*して普及してきているという独占段階の特徴は，「販売努力j が， 低所得層までをもふくめて，所 

得ぎりぎりの、あるいは所得を上廻る消費支出を行なわせるうえに一定の作用を与えていることを
(注 24)

しめすものといえよう。

「販売努力」と再生産 •

に お け る 所 得 一 “ 自由裁量支出” の上昇をもたら(し:^ のであり，このような層とそ，新しい生活 

様式や地位の誇示に対して強い反応をもち，「広告 • 宣伝」の影響をうけやすいのである。この点， 

後のバラン//スウィージーの指摘は的確といえよう。

しかしながら，新生産物の「広告•宣伝 J，「モデル • チェンジ」政策が，生活様式•生活感覚を 

も操作しつつ与えていく影響は，各種の耐久消費財にみられるように，所得のかなりの部分を消費 

に向けざるをえない労働者層. さらにはその最下層にまでおよんでいる。ここでは，多かれ少かれ， 

これらの影響による消費支出増大は，他の消費手段への支出の節約をともなうのであるが,しかし

「販売努力J と再生産

のように主破す右。「运告ば雇用状況への第2 の有益な効果をもっている。（一 第 1 の効果につい 

ては本稿の第2 項の問題(後述）と関係する一北原) 。すなわち，消費への刺戟効果である。.…"広 

告は，すべての所得受領者において消費性向の増大をもたらす。……総広告が総消費に及ぼす効果 

の量的評価をしようとしても無理であろう。ただ，われわれが言うことが出来るのは，広告習慣は 

消費性向のかなりの増大に責任を負わねばならぬ* ということである。」

その後 , ‘米国における消費函数の,上昇シフトという歴史的事実の原因をめぐる周知の諸議論のう 

ち，広告みの他の販売促進活®；を一つの要因として位置づけようとする見解が少数ながら出現する。
(注 27) (注 28) (注 29)

すなわち，クライン，フェルナー，アクリーなとである。

たとえば，グラインは言う。「貯蓄性向を低めていった自然的諸力には，消費者の丨# 好の変化，広

告業の発達，都会化の増大，教育機会の普及，消费信用の利用の増加があった。はじめに掲げたニ

つのカ（消費者の嗜好と広告業の発達）は相互に関連し合っている。消費者たちは，広告による宣

伝によって， こう吹きこまれたものである。 ‘•アメリカ的生活様式”は以前に人々がつけてきた習

慣とは違った会干め支出（たとえば, •すべての車庫には自動車2台をというがごとし）を必要にし

たのであると。‘ ••…広告業は確かにわれわれの生活に多くの面で悪影響をあたえた。 しかレ，

広告がなかった場合に較べると，より高水準の消費を維持するのにも役立っていたのである。広告はr

高い消費，低い貯蓄の経済をうる最善の道ではないにしても，しかしそれは一^^の道ではある。J

また，ブレムズは彼の経済成長理論において非価格競争と国民生産との関速について一章をさき，

そこで，広告による消費関数上昇という仮説を肯定的に提示し位置づけている。

以上のような少数の例外をのぞけば，多くの経済学者は，広告宣伝活動による欲望創出という現

象から目をそむけ，この現象が消費需要や生産規模に対してもつ重要性を検討しようとはしてこな

かったようである。この点をするどく批判し，広告宣伝活動の消費への影響をきわめて高く評価し

ためがガルブ.レイスであり，彼は，いわゆる"豊かな社会” においては，財貨に対する欲望は消費

表の自発的な必要がら生まれるのではなく，財貨の生產者の宣伝•販売術によってつくり出される

のであるという周知の“依存効果” Dependencti E ffe c t論を主張し,宣伝活動がこの欲望造出を通

じて現代社会の総支出• 総生産•総雇用の水準に対してきわめて強力な影響をおよぼしていること 
(fl：32)

を強調するのである。

マルかス経済学の'側でも，この問題はほとんどとり上げられてこなかった，例外的にこの問題を

注(26) IC.W. Rothschild, “A  Note on Advertising”，Economic Journal, April 1942, p. 115.
(27) Lawrence Klein, The Keynsian Revolution (New York, 1947) p. 175, L. R .クブイ ノ老膝厳ニ代平， 宮沢

健一訳*■ ケ イ ン ズ 革命J (有斐丨拟1952年）223頁。 •
(28) William Fellnei* Monetary Policies and Full Employment (Berkeley and Los Angeles, 1947)，. p. 61.

(2 9 ) Gardner Ackley, Macroeconomic Theory, 1961, New York, p. 268. G .アクリー荖，都留Ifi人® 就 『マクロ経済学

の理論j  I I , 1 如5年，岩 波 書 庶 139-40頁。

(30) Lawrenco Klein, op. cit., p. 175, .前揭訳 1■ケイ.ンズ卷命j  223H«
(31) Hans Brohis, Output, Employment, Capital； arid Growth, (Nev^ York,d959) pp. 84-86. ；；

(32) John Kenneth Galbraith, The Affluent Society, 2nd Edition, revised, (Boston, 1969) pp. 146-154, & p. 173, ガ 

ルプレイス著。鈴木哲太邦訳. rゆ:たかな社会』第 2版 （岩波書痛 1970年）」146^154.頁。なお 173頁も参照•.
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正面から論じ，広告の効果を強調するのは，パラン//スウィージーの共著『独占資本J である。

彼らは，「総所得の消費と貯蓄へめ分割については，広告の影響は明白であり，測定はできない

にしてもおそらくひじょうに大きいものであるJ と主張する。そして，この広告の影響が作用する

物質的基礎として，国玛諸階層におけるいわゆる「自由裁量支出J 游蓄しても支出してもよい所

得額に，消費者が利用しうる信用勘定をつけ加えたもの）の増大•米国全体として年間数百億ドル

にも達するその総額の巨大化をあげる。また，この自由裁量支出総額の巨大化自体は，独占資本主

義段階における国民所得と経済余剰の大きな成長と，これを基礎とした階級構成c6諸変化—— 労働

渚階級内部め階層分化の進展= 熟練労働者やホワィト•カラー労働者の多くが旧中流階級に匹敵す

る所得と社会的地位を獲得したこと. 旧寄生生活者層の成長および官僚•専門職業者•広告文案家

などの新しい寄生生活者層の出現と成長など—— とによって与えられる。バラン"スウィージーに

よれば，このような状況のもとで，「広告の機能，おそらく今日では支配的な機能は，消費財の生

産者と販売者のために，貯蓄に反対し消費を支持する仮借ない闢いを遂行する機能となった。そし

てこのような任務を遂行する手段は，流行の変化をひきおこし，新しい欲望を創造し，新しい地位

の標準を設定し，新しい社交儀礼の規範を強制することである。広告がこれらの目的を達成する上

に疑いの余地がない成功をおさめたことは，独占資本主義の停滞傾向に対抗する力としての広告の

役害!Iをいちじるしく強化せしめ，またそれと同時に広告を，.有名な“ ァメリカ的生活様式” の主夢’
^  (注 33)

な建築業者として際立たせている9」のである。

このバラン" スウィージーの見解は，「販売努力」が消費性向の上昇をうながすというかぎりに 

おいて，われわれと見解を同じくするが，しかし，われわれが(C)新製品の出現や(B)モデル•チェン 

ジとの結合においてはじめてr広告 . 宣伝」の効果を積極的に評価したのに対して，バラン//スウ• 

ィージーは，そのような点を検討することなく広告一般の効果としてそれを論じていること，また， 

「広告 • 宣伝j の効果を制約する諸要因も論ぜず，その限界を論ずることもなく，それゆえにまた， 

社会的総生産へおよぽすその影響についても無限定的な評価におちいっているのであり，この点批 

判されねばならないであろう。

⑶ さ て ，以上のように，（CXB)の 「販売努力」を通じての消費# 要拡大が，個人貯蓄の消費への 

•転換を促すとすれば，その転換の程度に応じて，消費需要総額が増大し,翁費手段部門の坐產拡大• 

投資拡大，関速諸部門への需要拡大，という作用が促進される。具体的には，すでに指摘したとこ 

ろの新生產部門の “本格的形成期” における新投資の一層の倍加を通じて，あるいは「モデル•チ 

ュンジ」における生産拡大• 投資拡大の促進を通じて，社会全体の西生産の拡大が促されるわけで 

あるが，—— 「販売努力」を通じての需要拡大のうち，他の商品の消費削減による部分については，

注(33) Paul A. Baran & Paul M. Sweezy, Monopoly Capital,6p. cit., p. 128. P .パラ.ン" P ,スウ.ィ一ジー著，前掲訳
斟 r独占資本j 156 K 。

( 3 4 )さきに「はしがきj  (4 1 K )でみたように，バラン" スウィージーは，r成告 • 直伝j の問核的嫩馨として；①個別劍
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もちろん，需要を奪取された部門における生産縮小.投資縮小という反作用をともないっっー上 

のように, 「販売努力J によ.る需要拡大が消費性向の増大による度合いが犬ぎければ大きいだけ， 

他方の需要減少部門における生産. 投資め縮小というマイナスの作( n t ョリ少なくともないながら 

社会全体の再生産の拡大が促されるのである。

もちろん，この消費性向9 増大にはつぎのような制約があるので，それを無視して，この面から 

の再生産拡大への作用を過大評価することは許されない。

もっとも重要な制約は,所得の絶対額による制約である。従来すでに，所得のほとんどす べ て を  

消費に舒けている低所得肩, 低所得ゆえfc消翠者信用もうけられぬ低所得層では，消費性向の上昇 

は 不可能である。そこでは，他の消費支出の削減を行なうか，あ .るいは購入 • 買換えを断念するほ 

かない，（低所得層では，耐久消費財の普及が, 他面で'必要な食料品消費の削減を促す度合いが増大する。） 

また，それ以上の所得層でもノ資本主義社会では，社会保険の水準によって左右される と はいえ， 

ある一定の個人貯蓄が不可欠であるので，；ことに_ 費性向の上限がおかれる。

さらにまた，この個人貯蓄について巧，坼蓄による生活安定を強調するところの銀行•各種保険 

会社 • 証券会社等による「販売努力」が消費比重上昇に一定の反作用をあたえることがある。もち 

ろん，現実にはかかる分野での「販売努力」は，一般商品やサービスにおける「販売努力J に比し 

て巧るかに■多勢ではあるが，消費比重上昇に対する一定の反作用はあたえるのである。これは，市 

場を奪いあう異部門での「販売努力」の対抗的展開によって，それらの効力が相殺され•中和され 

てしまうのと類似している。

また，消費者の欲望• 生活様式にまでたちいっての「広告 • 宣伝J の操作は,それがあまりにも 

過度に • かつ麴繁に行なゎれるならば，一定期間を経た後には効果を減少せざるを得ないといぅ路 

題がある。消費者の感受性の麻痺や，かかる刺激に対する反撥が生じるという問題である。

以上の鈿約を考えあわす々，消費埤重上昇による再生産拡大への刺激については，つぎのように 

いうことができよう。

(C) • (B)の 「販売努力」による消費者0 欲望 .•生活様式の操作を通じて，消費生活内容の変更への 

熱望，決意が促されると，それが消費比重上昇を促進し，したがってそれを通じて再生産拡大へ—

品の需袈創出を通ずる投資扼進，②消費性向上昇を通じての消费支出増大, の二つをあげており，そこでは両表は全く 

分離され羅列されているのである。しかし，本文でのわれわれのとりあつかいのように，①は②をひきおとすようなも， 

のであるばあいにのみ意義があるめだし，②もョリ與体的には個別消费財の需襄- >生産- >投資の拡大へという①を通じ： 

て，. 社会的に影響を及ぼしていくのである。それゆえ，彼 .らの.ように，このニつをバラバラにきり.はなして論じること.
は誤りであちう。

注 (3 5 )かか.る反作用について考處すべきこ.とをづけ加えるならば，それには一定のタイム• ラグがあること，また，|他の消. 

費支出の削減が，特定のものの大费的減少ではなく，多くの消费手段にわた;6 ものであれば，それら部鬥では，操業度 

低下による生産縮小にとどまり，投资の減少にはI 、たらなV、であろ5 ということ，，さらにまた,新坐産部門形成にあっ 

ては， 前節で強調したネうらたとえ，. それが他の部門の生•庫 ♦投資の衰退を慈起したとしても， 新坐産部丨"j固右の. 
"木格的形成期’’における新投資め展UHがある以上， 新投资による拡娘の促進は， マ彳ナス効染によっては相殺されな. 
いこと，なとでぁる6
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宠の刺激をあたえるごとは認められる。しかしながら，とのようにして消費比重の上昇が促進され 

るということは，しだいに所得のうち最大限の消費支出•あるいは所得を上廻る消費支出を行なぅ 

ている消費者層一したがってもはや消費比重上昇の不可能な消費者層が増大していくということ 

を意味するものである。消費者信用による所得を上廻る消費（マイナスの貯蓄）といえども，その佳 

質上所得の一定比以上に増大できないので，その普及がすすめば，マイナスの貯蓄による消費比重 

の上昇の不可能な消費者層の増大を結:果する。

したがって，いかに強力な「販売努力」といえども，消費比重上昇によって，再生産の拡大への 

作用をもちうるのは，一定期間にかぎられるのであり，消費比重上昇傾向の持続によって再生産の 

披大化の作用を持続することは決してできないのである。

こうして, 一定期間以降においては，「販売努力J の作用は， 一部の高所得層におけるヨリー層 

の消費比重上昇• 消費支出総額の増大を別とすれば，「販売努力J がなかったな$ ば存在したであ 

ろうものに比して，ヨリ高い消費比重• はるかに大きな社会的消費総額を維持しつづけ，したがっ 

てますこヨリ大なる再生産規模を維持しつづけていくという作用をもつという点に限定されることに 

なるo ノ .

⑷消費生活内容め変更 • 消費支出増大べの熱望• 決意は，一方では今迄述べたような(イ)消費比 

重の上昇を促すが，他方では，（ロ)所得増大を実現しようという努力を促すという面でも注目に値い 

する。

すでに指摘したように，寡占巨大諸企業が社会全体にわたる「販売努力」によっ'労働者をも 

まきこんで，人間の欲望 • 感覚をも操作しつつ，新生産物や「モデル • チェンジJ の “新，，製品を 

生活必需品にくみこませていくようにしていった結果，労働者は，「販売努力J のなかった場合に比 

して，同じ所得の’もとでもはるかに大きな窮乏感• 欲求不満をもつこととなる。かかる欲求不満は 

程度の差はあれ，労働者の高賃金層やいわゆる中間層にまで及ぶ。

これは一方では，労働組合の賃金上昇への要求を強めるうえに少なからぬ作用をあたえる。とこ 

では，寡占固有の「販売努力」の作用の特徴が充分考えられるべきである。 「販売努力J の影響下 

で，資本にとって有利な内容の消費生活への希望がふりまかれ，耐久消費手段にみられるように新 

生産物や「モデル • チェンジ」されたものが，生活に不可欠な必需品であり，その欠如は窮迫であ 

るという意識• 感覚がうえつけられていったのであって，このことは，前世紀資本主義のもとで所 

得の相対的低さ，高級消費手段を利用できないことに対して労働者のもった欲求不満とは質的に区 

別すべきものである。

他方 , 以上のことは，労働者の残業，副業（ムーン• ライティング)，あるいは労働者家族の就業化 

，による所得増大の方向を促進するうえに一矩の作用をもつ•
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現在，米国やわが国に共通してみられる傾向として，就業者の残業や副業への要求• 実行の増加, 

中間層をふくめての主婦のパート• タイマーとしての就業化の希望• 実行の増加が指摘されるが， 

「販売努力」を通じて増大せしめられた消費欲求の充足ということがこれらを促す一要因として作 

用していることは充分認められるところであろう。

これらの関速についてふれているものとして，たとえは* , 次の叙述を参照。

「終戦以来，労力を節減したり，満足をもたらす家庭器具の所有が大幅に増加したことは，疑い

もなく広告によって支出されたものであり，そのこと自体は，人々に超過勤務をさせ，家庭の主婦
, • (注36)

を働きに出させることによって国民生産を増加させた。」（ハリス〃七ルドン）

また，米国におけるムーン• ライターの増大と広告との関連にづいてはサイモンの最近著の中に
も ‘ 」 （注37)
簡単な指摘がある。

もちろん，以上のような賃金上昇や副業による所得増大は，一定の条件一たとえば，次に見る 

ような急速な拡大再生産の出現とか，国家による高雇用水準の維持とか—— があってのみ現実化す 

るわけであって，独占のもとでの深刻な停滞イ匕傾向が全面化しているような条件下では，たんなる 

形式的可能性にしかすぎない点は，銘記されるべきである。

X  X  X

以上では，「販売努力」以外の要因によって所得が増大しない状態を想定して，「販売努力」それ 

自体の作用を検討してきた。

もし，何らかの要因によって，社会全体の再生産の急速な拡大が実現し，雇用増大，賃金上昇の 

傾向のみられる局面が出現するならば，そこでは，本項の問題と関係して，つぎの関係が注目され

まず，「販売努力J が，（n ) のはじめfc強調したように，消費者の心理操作をも通じて， 消費生 

活内容の変更•消費支出総額の増大に対する潜在的決意を促したことの作用がつぎのような形で現 

実化する。すなわち，従来，所得の制限によって，消费内容の変更を充分実現できなかった消費者 

(家許）にあっては，賃金の増大分を個人貯蓄にむけることなしに，ただちに消費支出の増大にあて 

ることにな.るので，賃金上昇のもとでも，かなりの層にわたって高い消費性向が維持されていくこ 

ととなる。他方，この局面で，労働力需要が拡大するとすれば，上でみた労働者家族の就業化の実 

現が促され，この面でも，消費者（家計）の所得増加分がただちに消費支出にむけられるという傾向 

がみられることとなる。（もっとも， このように労働力供給の増加傾向は，雇用労働者の賃金上昇に対する 

抑制要因となるが。）

それゆえ，ここでは，従 前の「販売努力」の効果がいわば潜在化していたものが，かかる急速な

.注 (36) R, Harris and A. Soldon, Advertising in J'ree Society, 1959, p. 6 1 ,ただし高木教典「現代資本主義と広告(幻j  

s*サンケイ• アドマンスリつ1965年 2月号より洱引用。

(37) Julian L. Simon, Issues in the Economics of Advertiain^, op. cit., p ,199.
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拡大局面で顕在化し，消費支出増大と消費市場拡大のスピード•アップという作用をうみだしてい 

ることが注意される必要がある。「販売努力J の効果はこういう意味で累積的なものであるといえ 

ょぅ。

第 2 項 「販売努力」費用支出の需要効果

第 2 項の課題は，「販売努力」が，それ自体に必要な固定設備• 流動資材•労働力に対して需要 

をつくりだし，それを通じて社会的苒生産に影響をおよぼすかどうか，という侧面から，「販売努 

力」と社会的再生産との関係を考察することである。

ところで，「販売努力』のうち「広告 . 宣伝j は製品の流通過程にもっぱらかかわる活動であり， 

そのための費用は純粋に流逋費としてあらわれるのであるが，これに反して，「酿売努力j のうちで 

も製品変更• 「モデル♦チェンジj 自体のために支出される費用は，その性質上，当該製品の生産 

一般のための費用と合体しており，生産費としてあらわれる。この特殊な生産費は一面では「広告へ 

宣伝」費と同様の役割を果すと向時に，他面では生産費として流通費とは当然異なるという複雑さ 

をもっている。それ故，本項では，問題を純粋に把えられる「広告• 宣伝」费に焦点をしぼって考 

察をすすめ，これに類似した性格をもつかぎりにおいて「モデル• チェンジ」費用の問題も，これ 

に準じて理解することにする。（念のため附言すれば，「モデル• チヱンジ」と結びついた「広告 . 

宣伝」費や新生産物の「広告 . 宣伝j のための费用支出は，もちろん「広告 ‘ 倉伝」費支出一般の 

分析でとりあつかわ柊る。）

.

独占段階において， 「広告 • 宣伝」費用がきわめて顕著な増大をしめし， 国民経済のなかでも無 

視できない比重をしめして'いることは，本節はしがきで指摘したところである。この臈大な '「広告 * 

宣伝」費用は，一部は，「広告 • 宣伝」活動に必要な多種多様な労働力の雇用にむけられる。—— 自 

企業の生産した（あるいは取扱う）商品 • サービスの「広告 . 宣伝」に従事する生産会社（あるいは販 

売会社）内部における「広告 • 宣伝」担当者やセ“ ルスマン， 広告代理業の従業員， あるいは，テ 

レビ • ラ ジ オ • 新聞などの広告媒体関係で「広告 • 宣伝」に従事する就業‘ , ° あるいはまた，これ 

らと契約を結んでいる関速諸企業専属の• あるいは独立の各種デザイナ一，イラストレ一ター，コ

ピーライター，写真家,各種コンサルタント，マ一ケット • リサーチヤーなどなど。 他方，「広

告 • 宣伝j の费用は，広告代理業や広告媒体関係の釉々の固定設備に，また各種各様の流動的資材 

に投下される。

以上のように，臈 大 な 「広告 • 宣伝」費の交出が，「広告 • 宣伝」活励それ自体に必喪な労働力•
. 暑 ._______  — . • . . . .  1

注 ( 3 8 )広告媒体関係，テレビ，ラジ才，新聞，雑誌などの就業劣•のうち，どの範凹までが，広告毀支出による鹿用かを識別 

することは困難であるe しかし，わが国のR 問放送が100%成佐収入に依存しているごとはいうまでもなく，また新聞 

も成告収入への依存度を高め，酿 年収入の50〜60 % を広告収入依存して（マスコミ共閊会_ 編 》■マス3 ミ 1970,,
, 労働旬報社318K ) , ;ム呰媒体としての性格をいよいよ強めている。 '
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固定設蟬 • 流動資材に対し巨大な需要を作りだしていることは疑い本ない事実であり，このかぎり 

で社会的苒生産の規模の拡大に寄与していることも明らかである。

しかしながら, す広告• 宣伝j 費用そのものの投下の作用についての問題は， たんに， この点を 

確認することにあるのではないのであって，考えるべき固難な問題は, C O  r広告，宣伝丄 費用が 

いがなる滅泉から調達されたものでおるのかということである。 その源泉いかんによっては,「広 

告 • 宣伝_ !費用の投下によって上のような再生産の規模拔大という作用があったとしても，それは 

他方では，「広告 • 宣伝J 費用の調達によって再生産の規模縮小の作用をともなっているかもしれ 

ないわけだからである。

! ( I ) ..
. - *

(イ） ま ず 単 純 「JK告 • 宣伝j 費の投下にもかかわらず， 販売価格不変であり， ある寡占企;業 

め .;.r広舎- • 宣伝j 活動による市場拡大がすべて同一部門内の他傘業の市場からの奪取である；i i 合を 

みる。市場を拡大した寡占企業は，販売額増大にともなう利潤増大により, 「成告 • 宣伝j 費をそ 

の利潤増大の一部から回収できよう。しかしこの場合，この利潤増大は，他企業の市場減少•利潤 

減少によるものであるから，社会的には，こ の 「広告 •宣伝丄費は他企業利潤減少分によること 

になる。市場を奪われた他企業が「広告 • 宣伝j 費を投じていながらも，ョリ劣る r與告 • 宣伝j  

活動.ゆえに市場を奪われたとしたら，こ の 「広告 ’• 宣伝j 費は，さらに当該企業の利潤減少を増す 

ことになろう。 .

同様のことは，ある部門の r広告 • 宣伝j 効果がョリ有効なため, 他部門9 諸企業^)市場を奪っ 

たという場合にもみられる◊
• ' •' ■ ' • ■ " ■ .ン

' これらのばあい, 一一「広告 • 宣伝j 費を回取してなぉ利潤の増大をみる企業があると.しても，そ

れは他方の企寒の利聘減少をともなうわけ：e,あり，一 結 局 ， p の 「広 告 • 宣伝」費は社会的な利

潤総量のなかからまかなわれていることゆ明らかである。

さらにまた，第 1 項の的で述べたような，「広告 • 宣伝」活動の中和が寡占企業間•部門間でみ

られるばあいに，そ< d 「広告 • 宣伝j 費用の支出が—— あとでふれる参入障壁の長期的強化という

点をのぞけば，一 ^:れまナこ，所与の利潤からまかなわれることも自明であろう。，

- ■  ■ • ■ • . * ,•. ： ■ : ン . . ：, ; ...

(ロ〉 ある企業が独自の製品差別の優位性の基礎上にその差別を誇張する「広告•宣伝」 の有効な 

効果によって，製品差別それ自体による個別的参入障壁をョリ高めるこ々ができた場合,この企業 

は，販売額増大.による利潤量増大のうえに，，さらに，，細!格€ •独占的っりあげを弹めることによ？て 

独占的頰過利潤を追加する。 かかる場合には，流通過程にぉける消費者からの収奪の強化が行なわ

れる。ここでは「広告 • 宣伝」費は, 収奪の強化によって回収されるのであり, : その源泉は，勞働
. ..
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者の賃金，資本家の利满消費分の一部である。 ， : • .  . .

以上のように，「広告 • 宣伝j 費め回収を,積極的な価格つり上げの強化によって実現しうるの 

は, ある企業の製品差別の優位性が大である場合匕ほ容易であるが，部門全体がこのようなことを 

行ないうるのは「モデル • チェソジj と結びついた「広告 • 宣伝」のように，諸寡占企業がちいと 

もに，消費者の心理操作を通じて部門全体への需要を創出できる場合にかぎられよう。そして「モ 

.デル . チゴンジ」' と結びつい.た; 「広i告 ' 宣伝』費において，価格つ.り上げか，.,「広告，旦伝j ゅぇに 

みの分だけ強化されたとすれば，それは消費者からの収奪の強化によるものである。この場合，氧 

働者その他が, 所得中の消費支出比重の増大を行なっているとすれば， 「広告 • 宣伝J 費の一部分 

の源泉は，賃金およぴ資本家の所得のうち，個人貯蓄にあてられていた部分にある ' - とレなる0 ..

外以上のように，.ある一時点だけをとってみると，⑷のように「広告 • 宣伝j 費は寡占の取得 

していた利潤から支払われること，（ロ)のように r広告 . 宣伝J による価格の積極的つり上げによマ 

て, 回収しうることもあるが• それは特定のばあいに限られること，となる。

, すでに第 1 項⑷でみたように，既存部門におけるたんなる「広告 • 宣伝」のみによっては？その 

効果のかなりの部分が中和さ；H , たんなる市場シヱァ維持の機能をはたすこととなり，市場拡大をこ 

成功した企業の拡大分も他企業からの奪取のばあいがそのほとんどであるということを考えあわせ 

るならば，一見したところ, 市場拡大に成功した一部の寡占企業をのぞけば，寡占企業は ’ 広告 • 

宣伝j 費の投下によって，利潤の減少を余儀なくされているというようにみえる。

しかしながら，ョリ長期的な考察によって，以下の関係に注目する必要がある。 パ 

少数巨大企業によって支配された寡占市場では，参入障壁の高さを考慮して，長期的にみて最大 

限の利潤総量の取得できるような価格を設定し，かかる価格支配によって独占的超過利潤を取得し 

ているのである。そして，かかる部門における生産力は, 寡占固有の制約下匕あるとはい免，他面 

では寡占固有の促進もあって，趟勢的には発展していくのである。生産力を発展せしめた寡占部門 

の諸企業は，価格を引き下げても従来どおりの高利潤率を享受できることになるが，寡占問協調の 

雒持とョリ大きな独占的超過利潤をめざして，価格引下げを可能なかぎりさけようとする傾向があ

る  現実では，生産力発展によるコスト•ダウンの一部分だけの她格引下げを行なって需要拡

大を促すと同時に独占的超過利潤の増大をはかるということが多いであろうが，ここではともかぐ 

価格切下げを行なわない部分* 独占的超過利潤の増大部分が問題である。

この場合，当該部門では，生産力発屁のあり方により，参入障壁め高まることもあれば，参入障 

壁が不変であるため，独占的超過利潤の増大によって，参入の可能性が強まることもあろう'

注 ( 3 9 )拙 稿 嘯 争 段 階 • 独占段階における生産力の発展一技術進歩を中心として— J (慶応義塾1■経 済 餅 规 J 12,1968 

年，所収〉参照*
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後者の場合，裳占諸企業は，この独占的超過利潤の増大分の一部• あるいは全部をさいゲ「佐 

告 • 宣伝J 活動を強化することにょって，参入障壁を高め，参入阻止を意図する傾向が強い。かか 

る場合には寡占諸企業は， 「広告 • 宣伝』 費支出増にもかかわらず従来の利潤暈をそのまま維持す 

るのはもちろん，さらに独占的超過利潤の追加を実現することも可能であるわけである。

ま.た，丨叫者の場合には，参入障壁は高まっているのであるから,後者のょうに参入障壁強化のた 

め に 「広告 •宣伝 J を行なおうとする促進作用はないわけであるが， しかし，一般的には, ，こりょ 

うに増大していった独占的超過利潤の一部をさいて，製品変更や，多 様 な 「広告 • 宣伝』活動のた 

めに利用し，自己の市場のシェアの維持• 拡大をはかろうとすることも少なくない。この場合も， 

従来の利潤量を維持しっつ， 独占的超過利潤の増大をも享受しているわけで， 「広告 • 宣伝j 費の 

分だけその増大が減ったにすぎないのである。

こうしたいずれの場合においても，そこでは，生産力発展にょり，価格不変•あるいは若干の切 

下げを通じて，一 ~ 価格を生産力発展のコスト• ダウンに比して下げないことを通じて一一価格つ 

. りあげの強化♦ 利潤率の上昇を実現したのであり，その一部が「広告 • 宣伝|費にさかれていると 

4 、う関係にある。 それゆえ， 寡占諸企業は，「広告 • 宣伝J 費支出増を行なわなかったならば得ら 

.れたであろう利潤率ょりも低い利潤であるかもしれないけれども，従来以上の利潤を享受しつつ， 

'「広 告 • 宣伝」活動を展開しているという関係にある。

前の(ロ)にのベた，「モデル • チュンジ」に結びついた r広告 • 宣伝」費支匕の ，場合も，現実には， 

価格を高くすることによって「モデル • チェンジ」や 「広告 •宣伝」のための支出にょる利潤減少 

:を回避するということもあるが，耐久消費手段の例に一般にみられるょうに，生産力の発展によっ 

て，従来の利潤率のもとで，価格切下げの可能性がいちじるしく増大するにもかかわらず,価格を 

若干しか下げない（•あるいは全く下げない）ことにょって，価格の（一般的生産価格以上への一層の) つ 

りあげによる利潤率上昇を章図し，この上昇する利潤の一部をさいて「モデル ‘ チ CCンジJ と 「広 

•告 • 宣伝」を行ない, さらに市場梂大にょって利潤量の増大をはかろうとするのがョリ一般的とぃ< 

..又る。. .

それゆえ，ここでは生産力向上r もかかわらず価格が下らない•若干しか下らないということに 

.よって，消費者に対する価格支配は強化されており，「広告 • 宣伝j 費用がそれにょって増大する 

利潤の一部からまかなわれるのであり，消費者に対する価格支配の強化にょって,•「広告 • 宣伝，

費がまかなわれている関係にある。
,. i • . . . .
ただし,丨これは， r広告 • 宣隹」費の分だけ， 価格を従来以上に現実につり上げた(ロ)の場合のよ 

うに消費岩の実質購買力の低下を現実にもたらしたものとは, 区別されるべきである。消費者は， 

•独占的価格支配の強化がなければ享受しえたところの価格低下にょる実質的購買力の増大を享受で 

老ないことは明らかであるが, ここでは実質的購賀カり低下は生じていないのである。
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そして，「広告 • 宣伝J 活動は， 長期的に寡占市場の参入障壁の強化に後立っているのである力'  

ら，「広告 • 宣伝J の持続は，生産力の発展の過程で, その成果を,価格支配の強化によって寡占 

企業の利潤率上昇* 利潤増大としていく力を強めていくのである。ある部門における寡占諸企業の 

対抗的な「広告 • 宣伝」活動により，その効果が中和されるというところにおいても，それは，直 

接市場拡大とV、う効果はなかったにせよ, 当該市場の参入障壁の強化に役立って妇り，そのかぎケ 

で，ごこでも，生産力発展における利潤率上昇の成果を享受する力を増大しているわけである。

それゆえにこそ，価 格 を 「広告 • 宣伝J 費の支出分だけ積極的にっり毛げない多くの場合におい 

ても，寡占諸企業は，巨 額 の 「広告 • 宣伝」費の支出を行ない，それによりて従来の利潤率の低下 

を余儀なくされる危惧をもたないのである。

したがって， われわれは，「広告 • 宣伝」費が， それがなかったならば享受されたであろう利潤; 

(0 — 部をさいたものであることがもっとも一般的であると考えるが，それは；以上のような関係に 

おいてのものであること，それゆえ，長期的’に生産力の発展のもとで価格支配が強化されていると 

いう関係， 「広告 • 宣伝J が冬の強化によって得られる利潤め一部からまかなわれっづ*その価格
. (注 40) ‘

支配力め強化を補強していく作用を演じているということに問題の核心をもとめるべきものと思うb

以上のような基本関振のもとで，（イ)のような, 市場の部分的奪いあいが生じるのに応じて一方に-

おける利潤量増大と 他方における利潤量減少が加わるわけである。

(ニ) 新生産物と結びっいた r広告 • 宣伝J においては，新生産部門形成め当初には，既存部門O

場合に比してはるかに高い「広告 • 宣伝」費を 1 単位当りにかけるのが一般的である。「既存生産:

物に比べると, 新生産物め総売上高にたいする広告費の割合は, 市場に発売される最初の一,ニ年
a m )

間はひじょうに高くなる傾向がある」

少数巨大企業が新生産部門を開拓していく場合, その新生産物と結びついた「広 告 • 宣伝j によ-_ 

ってそれが新しい生活様式における新しい必需品であるかのような印象を附加しっっ，社会全体に- 

わたって新登場させる ことが不可欠であるし， 需要の拡大にともなう参入を阻止するためにも，自: 

己の製品への「佐告 • 宣伝j の強方な展開が必要とされる。したがって，参入を阻止しっっ少数者 

による開拓者的地位を維持できるような価格を設定したうえで，最初は，価格設定によってぇられ-

注( 4 0 )以上のようなわれわれの把え方は,.P .A .バランの見解~— 「不生産的労働者の維持费は，大企架の利潤から支払われ- 
るのではなくて， その生途物の姻買渚に転稼されるのであるJ (Paul A. Baran, The Political E^nomy of Growth, 
1957, New York, p. 9 1 ,P .A .バラン著，浅野栄一，髙須贺義博共訳「成長の経済学J I960年，束洋経済新報年120* 
〜1頁)，および，•■販売，広锷，モデル•チェンジ等への支出の大部分は，独占資本主義下の経営のための必喪経費と 
なり，消找者の上に移転されるJ (Paul A. Baran, The Longer View, op. cit., p. 194)—— あるいはまた，パラン//ス.

‘ ウイ一ジーの共著におけるところの，広 告 独 は 財の伽格上好によって支払われるj(P .A . Baran &  P.M. Sweezy,. 
Monopoly Capital, op. cit., p. 125, P .A .パヲン〃！*.^!.スウイ一ジー著，前掲訳*"独占資キj  i53頁) . 'と' 、.う.ような:. 

觅解にみられる卑純な転稼論•伽格騰资論とは大きく興なっている点，注意されたい。 '
(41) Jules Backman, Advertising and Compotitlon, 6p. ,cit„ i>.25, J . バックマン菩前 }職 J **広告の経済学j  28其
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る利潤のかなりの部分を「広 告 • 宣伝」費^：あてても，市場’拡大と参入阻jh によって，将来増大す 

る利潤量から初期の「広 告 • 寘伝j 費を回収.し よ う と 考 え る わ け で そ れ ゆ え ， この場合も， 

「広 告 • 宣伝j 費は， 利潤から一一初期の価格支配の程度により， それが独占的超過利潤のみであ 

るかどうかは左右されるが-  まかなわれると考えられる。 .

. そして，新生產部門では，市場拡大 • 生産拡大とともに生産力発展がすすむので，新生産部門で 

も，若干の価格切下け:を行なうとはいえ，_ 産力発展 >こよるコスト• ダウンの一部しか価格を下げ 

ないという形で価格亥配が強められていき， かかる状態とともに， 「広告 .宣伝j 費による利濶へ 

のくいこみは急速に緩和されていくのである。

(H )
, . - . ./' -.. . : : ‘ '' . . . . .  ' .一 \

⑴ さ て , もし(ロ)のように,「広告 • 宣伝」費がその分だけ価格を従来以上につり上げることに 

よって回収されたばあい， しかも消費者の支出総額が不変で.したがって消費者の実質購買力が低 

下したとい> ばあいにおいては， 「族告 ♦ 宣伝」費支出による再生産拡大効果は全ぐないか,ある 

いはあったとしてもネグリジブルなものでしかない。 ここでは， 「広告 • 宣伝』費支出によって生 

産物や労働力に対する需要が形成されるとしても，それは，従来消費者が商品購入を通じて需要を 

形成していた部分からの転化にすぎないからである。したがって，ここで生じる変化は，削減され 

た消費者の需要部分のための関連諸部門や労働力に対する需要と，「広告 • 宣伝」のための関連諸 

部門や労働力に対する需再との,両者の構成の相違によって全体の再生産にあたえる効果が異なる 

だけである八 ’

上の場合よりも一般的な場合, 一 「広告 • 宣伝j 費がそれがなければ利潤となった部分からまか 

なわれるという場合^~~■には，「広告 • 宣伝j 費によって需要される固定設備，流動資材, 労働力， 

さらにこれらによる闘連生産部門の市場• 生 産 • 投資の拡大は「広告 • 宣伝」費の投下がなかった 

場合に比して, 社会的再生産に対する純増と考えられる。

独占段階固有の停滞化傾向は，独占による市場支® のゆえに, . 投資機会が不足し，，貨幣資本••蓄 

積基金が過剰化し, そのことが生産規模の縮小• 雇用規模の縮小という連鎖を通じて，利潤の増大
: . . .  ， .+ ' : . . * r ■

•自体をも制約するというところに特徴をもつのである。したがって「広告 ♦ 宣伝」費が，価格支配 

め強化による利潤増大可能分の一部から投下されるということば, これがなければ，商品や労働力 

钇対する需要を形成しえなかった過剰蓄積部分をして，「広告 • 宣伝J活動を通じて’#要を形成きせ
r— -------- -—— —
注 ( 4 2 )利潤めかなりの部タをさくというにとどまらずに，一 将来の高収益を見こして一 ロスを出すことさえあえてする 

• よぅでぁる。 . ' .
「市場の開発0 ための広告およひ:販売費は，その時点の販売価格には合まれないことが多い；経営者は，現時点の出 

費を当然のニととみなし，やがて数年後，販売暈が増大したときに上がる利益がそれを補うことを期待する。新製品の 

.場合，発売後数年間は，広告や釉極的販売活動を中心とす芩ー麵めロスを企業がもえてするとい5のは，ケーススタデ 
イをして本ると C♦'く酋迪の現象のよ 5 である (Noil H. Borden, t'he Economic Effects of Advertising, op, cit., p.

• ‘ 658). '
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ていったわけでf り, このことによって, 再生産規模の増大を通じての利潤増大をも促しているわ* 

けである。かかる場合には，「広告 • 宣伝」費の本質がいかに浪費的内容をもつものであるとして 

も，この浪費的な「広告 • 宣伝j 費の支出が, 再生產規模の拡大に作用していることは認めなけれ- 

ばならない。

もちろん, すでに再三強調したように，長期的にみると，寡占ほ，生産力発展を通じて価格を下• 

げないととによって価格つり上げを強化し，そこで可能となる利潤増大の一部を「広告 • 宣伝」費 

にあ't , 自己の市場シュアの維持• 拡大とともに当該部門の参入障壁を高め，市場支配力を強化し 

ようとしているのである。したがって， もし，「広告 • 宣伝 j 費が投下されなければ， そしてさら. 

にその部分だけ価格が切下げられれば，消費者の実質的購買力は増大するであろうから，このよう. 

なことが生ずれば， 消費者が個人貯蓄を増大させないかぎり， 「広 告 • 宣伝j 費支出による浪費的; 

.内舂の需要ではなしに，それと同額の需要が，消費者の消費手段匕たいする需要増となるわけセあ. 

る。しかしながら，独占段階では, このようなことが寡占企業の意志によって行なわれないところ. 

にこそ，独占段階固有の停滞化傾向の生じるゆえんがあるのであるし，少しでも個別市場を必死に 

拡大しようとする「販売努力j の生じるゆえんもあるので'ある。

それゆえ，われわれは，このような矛盾を充分認識した.うえで，かかる矛盾のもとでではあるが,  

「広告 • 宣伝j 費の支出が，再生産規模の拡大に作用するというごとを把えるごとが肝要である。，

( 2 ) 以上のように，一部の場合(ロ)をのぞくと r広告 • 宣伝』費の投下は再生産規模を拡大する効， 

果をもつものであるが，この効果についてはつぎのような限定• 制約のあることが注意されねばな： 

らない。

第一は，「広 告 • 宣伝J 費 や 「モデル • チ * ンジJ 費の増大にはつぎのような諸制約があるとい 

うことである。 「販売努力J は一般に， 部門内 • 部門間め「販売努力J の展開—— とくに新生産部 

門による「広告 • 宣伝J の攻勢一一を通じて t 相互促進的に増大する傾向があるとはいえ，すでに

第 1 項で指摘したように製品変更. 「モデル • チ * ンジ」にはおのずとそれ以上短縮化できない期:
• • ：

間の限界があることや，あまりに過度な r広 告 • 宣伝J は効果の通減や消費者の反感をまねくこと 

等によって，抑制される面をももっているし，さらに，つぎのように「広 告 • 宣伝」費の支出とい 

う侧面からも一定の抑制作用が働く。 .

まず，「広告 • 宣伝」赀の支出は，すでに強調したように，一般には独占利潤の減少傾向をもたら

注 ( 4 3 )スウィージーは，旧 著 *■資本主義発展の理論j においては， rさもなければ煞稍のために利;T1できる剰余伽値j が販 

売努力のために利川されるとみなし， それゆえ， 「資本姑張來の緩慢化」という結染を説くことになっている。 （Paul 
M. Sweezy, The Theory of Capitalist Development, 1940, New York, p. 283, P . ズウィ一ジー蜜、 都留Ift人駅 *'資 

本主義発展の理論j 1965,新評論，p. 3 4 8 ),この觅解は，われわれの見解ども，また彼由身のバランとの共著における 

最近の見解とも全く異っており, 独占のもとでの蜜撤の停滞化=遍休貨幣資本の排激を前提にしていないごとが批判さ 

. れるべきであろう* ’
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すものでは決してないのであるが，過 度 な r広 告 • 宣伝 j 費支出が利潤を圧迫すること’， 「広告 *' 

宣伝」費を節約すれば利潤の増大がもたらされることは明らかである。 したがって，寡占諸企業は, 

部門内差別障壁 . 参入障壁の強化のために，あるいは他企業め攻勢に対する市場、ン-ァ確保めため 

に，必要なかぎり， 「広告 • 宣伝j 活動を行なうとはいえ， 価格切下げ競争における泥沼に落込む
(Qi44)

傾向のようには, 「広 告 • 宣伝』費の増加の競争をしていくわけではない。

とくに，既存部門の「広告 • 宣伝」活動では，相 互 の 「広 告 • 宣伝」活動の大部分は相互に打ち_ 

消し合い • 中和してしまうととが経験的にしられているのであるから，排他的に利用できる斬新な 

「広告 • 宣伝J 方法を発見した場合か，代# 的な新生産物が巨大な「広告 • 宣伝J 攻勢をもっ弋出 

現した場合や，あるいは新企業が大規模な「広告 • 宣伝j をもって参入しでこようとずる場合をの 

ぞけば，相互に利潤へのくみこみを大きくしていくような「広 告 • 宣伝」競争はおのずとさけるで 

あろう。このことは, 上のような場合をのぞけば， 各寡占は，「販売努力J の費用をたとえば総売 

上げ • あるいは-^単位め販売価格の一定比率にとどめておこうという同一傾向をつくりだすことで
(注 45) '

もぁる。 ;

ー第ビは，支出された r広告 • 宣伝」費の一部がただちに，広告代理業や塔告媒体閨係企業の利潤
, me)

部分を形成していくことによる制約である。 -

「広 告 ♦ 宣伝」活*が寡占に固有なものとして独占資本主義段階で広汎に普及するものである以 

上，独占資本主義段階では，「広告 • 宣伝」活動それ自体が寡占的巨大企業によって担われる倾向 

が強い。~ ^ 事実米欧諸国やわが国の例をみても，広告代aa業や新聞 • 放送業での寡占化(あるいは 

差別寡占化）はかなりの程度で進んでいる。こうしたもとでは，支出された「広 告 • 宣伝」費のうち， 

利潤部分にな名比重は高まり，実際に固定設備• 流動資材•労働力を需要する部分はそれだけ小さ 

い法重しかしめないこととなる。（そして，この利潤は，「広告 • 盒伝J 活i k ) 拡大傾向により，「広告•宣 

伝」にあたるこれら企業の規模拡大が促されるかぎりは, 拡大投資のための需要となる部分が多いが，r広告• 

k 伝」活動の拡大傾向の鈍化めもとでは，投資機会の縮小という問題をはらむこととなる。）

'■ ■ ■ ■ ■

⑶したがって，「広 告 • 宣伝」費 や 「モデル • チエンジ」費は， それがなかったと仮定した場 

合にくらベれば，社会全体の再生産規模を拡大するうえに少なからぬ作用をはたしていることは明 

らかではあるが，その性質上，その拡大傾向によって，再生産規模を拡大化する作用を持続してい

注(44) 「広告における泥仕合的な報復は，価格競争におけるよりもはるかに起りにくいJ , — だからこそ，独占利潤の_ 保 

をめざす芻占企業は価格切下げよりも“広告•宣伝，’ をえらぶのであるが，一一rその理山は，正確な報復が価格切下 
げのばあいより困難，JK告戦の準備のためには時問が必贺，広告文案の質f 媒体の適切性は多様，買手が比較するは•あ 
い，価‘格にく らべてまわり く どい/.なと'である。.J (Joel Dean, Managerial Economies, op. cit., pp,373~4,.J.デイ一 
ン著，前掲訳r経営渚のための経济学J 第3分冊，37〜8貢。） '

( 4 5 )無制限的な非価洛繞争はありえず，広告費め対売上高比率や,製品変觅めヒン度にかんして，猱占間に何らかの協調が 

生ずる i いう関係とその諸類型につ'い*t は， Joo S. Bain, Price Theory, 1952, New Y6rk，pp.307‘ 15が論じている*
( 4 6 )この制約にかんしては* ロスチャイルドが指摘している* K. W. Rothschild,**A Not© 6n Advertising,^Op. c it.,参照《>
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きうるものでは決してないといわなければならない。

, 寡占諸企業による1■広告 • 宣伝j 費の支出がすでに構造的に定着してしまった段階において，「広 

告，宣伝」費の支出がとくにある時期に急激な増大をしめし，再生産規模の:ョリー層の拡大に有効 

な刺激をあたえるのはつぎのような場合に限定されること、になろう。

第一は，新生產部門が巨大企業によって開拓されることである。寡占企業の開拓する新生産部門 

は，すでに前節で指摘したように，寡占のもつ踱大な開発能力と組織的な「広告 • 宣伝j 活動によ 

って，広大なる市場を開拓しうるようなものを選別して開拓するのであるし，開拓当初は，将来の 

利潤を期待して，利潤をかなり無視しての• 應大で組織的な「広告 • 宣伝」活動が広汎な範囲にわ 

たって行なわれるのであるから，その開拓が実現するということは，巨大 な 「広告 • 宣伝」費の支 

出が出現するということを意味するものである。そして，この場合の「広告 • 宣伝」費の支出は, 

ゼロから一挙に出現するわけであるだけに，その費用による需要創出が社会の再生産の拡大化にあ 

たえる刺激ば大きいわけである。他方，このような新生産部門の登場は，直接代替関係にある部門 

はもちろんのこと， 需要の移動の危惧のある各消費手段生産部門において, 「広告 • 宣佳』活動の 

増大を余儀なくさせるので，この面からも， 「広告 • 宣伝」 費支出増大による再生産の拡大化は強 

められることとなる。

第二に, 広告媒体自体における新しい生産物の開拓があった場合，そ れ は 「広告/ 宣伝j 費の急 

増を通じて再生産の拡大化に一定の役割を演じる。

広告媒体はかつては， ビラ，ポスタ一，新聞 • 雑誌等の印刷物が中心であったが，今世紀に入っ 

てからはラジオさらにはテレビが登場し，「広告 • 宣伝」の多様化と強化が促進ざれた。

新しい効果的な媒体の出現はそれ自体, 新部門の形成であり，そ の “ 本格的形成期”における投 

資—— たとえば，テレビの全国的放送設備の新投資一が関連生産部門に大きな需耍を波及させて， 

いくことは，前稿の新生産部門の役割と全く同様であるが，それだけではなく， この新しい媒体の 

出現は，各部門全体の「広告 • 宣伝」活動の規模と多様性を一せいに拡大するよう促進する。

このことは， この新しい効果的な媒体の出現により，社 会 の 「広告 • 宣伝j 費総額の支哗がーせ 

いに急増し， したがって，全体の再生産の規模の一層の拡大に一定の作用をあたえることを意味す 

名ものである。

1920年代のラジオ，あるいはとくに1950年代のテレビというような新しい• しかも強力な広告
(注 47>

媒体の出現が，「広告 ♦ 宣伝』費支出総額の飛躍的増大をもたらした有力な要因であったことはそ 

の顕著な一例である。この場合には, テレビ番組， C • M 放送の製作関係の雇用や投資を刺激する 

だけではなぐ，テレビを利用した成告活動は，テレビ放送を財政的に支え，それによって受像機の

注(4 7 )テレビの民間放送の出現と，広偽费支出総額水墙の頭著な上昇とが，きわめて強い相阅をもっていることは，各国の 

広告费支出総額および媒体別成告费支出額の戦後の推移をJ一瞥すれば, .明白である。（米国にかんしては，Backman前 ' 
掲書，英国にかんしてはDoyloの前掲論文，日本にかんしては，馏逋「口本の広告驾j (各年）を参照) •
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各家庭への普及を促進し，家庭電気機器産業の拡大を刺激し，これらがあいまって，社会の再生產 

の拡大に大きな作用をあたえていったのセ、ある。

X  X  . X

以上第1 項および飨2 項の考察を通じてみると，寡占固有の巨大な「販壳努力J が,新生産物や 

「モデル • チェンジJ による消費考像針 ) の消費支出総額の増大= 消費需要総額の拡大を通じて,

さらに は 「広告 . 宣伝J • f モ デ ル • チ ェ ン ジ 」 費用の支出による需要創出を通じて, 「販売努力」

が存在しなかった場合と比べて, 社会的再生産の規模を高水準ち維持し:Cいることは明らかである。 

他の事情を不変として, も し 「販売努力」がないと仮定すれば，現実の社会的再生産の規携は縮小 

し, 生産能力の過剰化が進むことは明らかである。

しかしな力丨ら，このことはr 決 し て 「販売努力j の存在が，苒生産規稹拡大への刺激をたえずも 

っているということを意味ずるわけではない。「モデル • チ * ンジJ がはじめて出現した時，あ令 

いはとくに新生産物が開拓された:時，あるいはまたラジオ.テレビなどの巨大な新しい広告媒体が 

出現した時* などをのぞけば，寡占諸企業によって「販売努力」が一定の展開をとげた後は，—  

猶々の抑制要因の作用もあって一 一 「販売努力ぇの販売市場拡大効果も，また費用支出面での需要 

創出効果も, 決して傾向的に増大するものではない。 したがって, 「販売努力」の作用は,それが 

なかったばあいに比して，社会的再生産の規模を高水準に維持するという点にとどまり，それ自体 

が独自に, 社会的再生産の規模を城大する要因として作虚しつづけるわけでは決してないのである。 

それゆえにまた, 独占段階固有の資本蓄積の停滞化傾向との関連でいえば, 「戚売努力」はそれに 

対して一定の反作用を与え，あるv は一定の解毒剤とL ての機能をゆたすということはできるし， 

また停滞的に推移す:る蓄積の規模の維持に役立つとV、うこと味できるとしても，停滞化傾向を逆鳄 

させるような拡大への刺激をあたえるというようなことは， （つぎのような場合をのぞいて)一般的に 

いマて到底不可のである。

以上におけるよう力:， 「販売努力J の役割に'9 いてのわれわれの総括的な見解は，バラン"スウ 

ィージーのような，何の限定もつけずに「JK告J の 「余剰吸収」効果 . 「投資と所得の純増J 効果* 

r消費支出増大J 効果を論じ，「独占資本主義の择滞傾向に対抗する力としての広告の役割J を高く 

評価する一面的な見解と夫きく異なることは，容易に理解されよう。

ただし，射生産物が出現した場合一「杏デル • チ. * ンジJ が巨大な消費李段の生產部門にはじ 

めて登場した時は，これに灌じる場合といえる一■—には,新生産物開拓それ自体の作用とあいまっ 

て，社会全体の苒生産の拡大に対して，少なからぬ作用をもつことは注目しなければならない6

注 (48). Paul A. Baran & iPaulM. Sweezy, Monopoly Capital, Op. cit., pp. 125-8, P .バラン//P.、スウ,イージー著，前掲 

訳 8■独占资本j 153-6見

「販売努力J と再生産
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すで別轎で強調したように , . 寡占良大企業は, 璲大なる研究 • _ 発能力^ :組織的な「JK告 •宣 

伝」活動によって，広大な市择を開拓できるような新生産物のみを選別して開拓するのであるから,. 

かかる巨大な市場を予想した新生産部門の開拓される時期• とくに新生産部門の開拓が相ついで生 

じる時期には，新生產部門固有の “ 本格的形成投資” の巨額にのぼる集中的展開がみられ， これは 

独占段階_ 有の停滞化に対しャ％力な友作用をおi ぼし，急激なる発展局面を出現させる契機とな 

ることさえあるので7ある。こめ場合, 当初は_ 潤のかなりの部分をもさいた應大な「広告 ••宣f e j  

費用が投下され，消費者の心理操作をもふくめて，その新生産物を新しい生活必需品たらしめ 'r い 

く め に ， 社会全般にわたって組織的な「広告‘ • 宣m i 洁動が展開されるので，「広 告 • 宣伝」ば 

言r生産物による消費支出総額の純増ニ翻費市場全体の拡大を強化するとともに，，この一挙に出現し 

た應大な r広告 • 宣伝」费の投下（さらにはこれによって意起される既存め_ 連諸部門の対抗的な^'広か 

宣f e j 費の追加）自体が，: 需要を急速に創出し，これら両面から新部門の開拓における再生產拡大へ 

砂作用を一層倍加; . t e 進していぐのである。それゆえ, 前節セふた，新生産部門の注目すべき作用 

は, 寡占g 大企業による新生産物の開拓それ自体が「広告 • 宣伝」を前提とし•それを離れては考 

えられないものであるということを一応別としても，以上のような「広告 • 宣伝」による再生産拔 

大への作用と相まって，停滞化への友作用を形成していくのである。この意味で前稿での新生産部 

門にかんする分析は，「広 告 • 宣伝j の作用の分析によって補足されることが肝荽である。

なお，何らかの理由で—— たとえば巨大な新生産部門の形成などを契機として^— , 大規模な資 

未德積 •再生産の全面的拡大が進みつつあるような状況のもとでは，その過程の中で「販売努力 j  

が^ たすところの消費市場拡大の加速化という役割に注目する必要があろう。すなわち，一方では， 

拡大ずる市場を急速に自己の拿中におきめるため各企業の「販売努力」が俄然積極化し，そのため 

の費用支出も増大する, 他方では，「販売妨力」は, 第 1 項!!でみたような低所得層までにもわた 

っての欲望の喚起• 消費支出増大への切望と潜在的決意の促進を通じて，雇用増や賃金率上昇にも 

とづく所# 増大分をただちに消費支出に向けさせることを促すし，また，副業や主婦のパートタイ 

マーとしての就業人ロ化にもとづく所得増を通じての消費増という傾向も，かかる状況下で現実化 

するのである。このようにして， 消費市場の拡大は，「販売努力」の積極化のもとで,加速化され 

ていくのである。

との点からいっても，「販売努力」が再生産に与える作用は無視しえないものであり，—— バラン 

牟スウィ一ジーのようにこの役割を一面的に強調することは誤りだとしても，•~~•この作用を全く ’

注(4 9 > この点でも，われわれは，パランやスウィージーの見解と大きくはなれている。彼らの見解匕は，一方で,r広告j の 

効來をきもめて商く評価しながら，他方で，新生虚物創出•新生産部門形成のもつ役割についてきわめて消極的な評 
伽しか与えない（この点は，前稿•"新生座部門形成と拡大苒生産の進摩j 42-51貢で指摘したグ0 という寄妙なa ント 

ラストがii■うけられる。
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無視したり，あるいは否定したりするのも，また一面的な誤りだといわねばならないであろう。

もちろん，生産部面での蓄積が極度に進んセ，遊休資本や過剰箩働力の吸収がかなり進むと，不 

生産的な「販売努力」への支出や，「販売努力」のための雇用，そして貯蓄を犠牲にした消費の増 

大が，蓄積と生産の一層の拡大を阻げる要因に転イ匕する事態がお こ り ^ しかし，独占段階に内 

在する深刻な停滞化傾向を前提として考えるならば，「販売努力J 活動が単独で拡大再生産の抑制 

要因となるような事態はあまり考える必要がないだろH また，この問題は，不生産的諸活動一 

般がもつ役割の問題でもあるので， r販売努力J 以外の私的諸サービスや国家活動の考察をふくめ 

て，のちの機会に検討することにしたい。

最後に，念のため附言しておきたいことは，「販売努力J が本稿で述べたような作用を—— 社会 

的再生産の規模を一定程度高めて維持する作用や， 雇部門形成に密着しつつ，その再生産拡大 

効果を倍加させる作用を—— もつとしても，そのことは「販売努力」の浪費的性格をいささかも変 

えるものではないし，その人間存在に与える瀋々のマイナス的作用を少しも芷当化もので杈な 

い, ということである。 われわれは，こ の 「浪費」への批判を， 別の機会に，「販壳努力」以外の 

不生産的諸活動や国家活動における“浪費” への批判，またそれだけでなく，資本制生産自体の本

質にひそむ浪費的性格への批判と統一して，総括的に展開したいと考えている。
• - . . . .  - ■ . - -

付 記 1 本稿は， 昭和ゼ年度文部省科学研究毀補助金による棕合研究「経済集中の実態と影響に関する総合的研究_»の一 

. 部である。 •

2 本稿執筆にあたって， 広告の経済学的分析における基本文献と目されながら•わが国では稀覯本の部類に属する 

Neil H. Borden, The Economic Effects of Advertising (1942, Chicago)を，商学部教授片岡一郎氏の C；•好意により 

利用することができた。ここに記して感謝の意を表わす次第である。

注 ( 5 0 ) この点を丸尾氏は「供給能力不坦型の経済では，広告支出はこの関連だけからみれば明らかに経済成長率を低下させ 

るj という衾现で指摘している。（丸尾瘅美1'広告の経済的意義j—— マクロ経济的効染の分析を中心として■— サン 

ケイ • アドマンスリー1958年 11.12月号所収）

( 5 1 )この点に関連して，ブレムズは販売努力の効果をく短期的には所得を;！钮1$させ,長期的には均衡成長率を弓I下げる；>
:ものとしてとらえているが，(Hans Brems, Output, Employment, Capital and Growth, op. cit., p. 90, p. 287) 'こ 

のばあい，独占支配下̂の停滞化傾向を前捉にしていれば「販売努力j がそれ以下迄成長率を51下げるという結論は出て 

こないのではないかと思われる。（なお，これはスウイ“ ジーめ1■広告による資本拡职率低下」論とも共通しているa 
 法43参厢)。 *
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